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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（浅利竹二郎） ただいまから本日の会議を

開きます。

ただいまの出席議員は25人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

（ ） 、〇議長 浅利竹二郎 本日諸般の報告については

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（浅利竹二郎） 本日の会議は議事日程第３

号により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（浅利竹二郎） 日程第１ 一般質問を行い

ます。

本日は、鎌田ちよ子議員、斉藤孝昭議員、東健

而議員、村中徹也議員、横垣成年議員の一般質問

を行います。

◎鎌田ちよ子議員

〇議長（浅利竹二郎） まず、鎌田ちよ子議員の登

壇を求めます。13番鎌田ちよ子議員。

（13番 鎌田ちよ子議員登壇）

〇13番（鎌田ちよ子） おはようございます。公明

党、公明・政友会の鎌田ちよ子でございます。

本日は、11月14日開催予定のこども議会の議員

となる皆さんが議場にいらっしゃいます。私たち

の使命は、次代を担う子供たちが健やかに育って

いく地域をつくり、財政を健全化させ、しっかり

バトンを引き継ぐことです。

３日の県民駅伝大会でチームむつ市は、山本新

監督のもと、40市町村、320人参加中、４年ぶり

９回目となる総合優勝をなし遂げました。日々の

苦しい練習の積み重ね、プレッシャーを乗り越え

て、誇りを持ち、仲間を信じてひたむきに懸命に

走る皆さんの勇姿、快挙を喜び、感動を共有しな

がら、明年10回目となる総合優勝を祈り、期待す

る一人でございます。

むつ市議会第233回定例会に当たり一般質問さ

せていただきます。市長並びに理事者の皆様にお

かれましては、誠意あるご答弁をよろしくお願い

いたします。

質問の１は、行財政改革、適正な資産管理と経

費削減についてお伺いいたします。本年市長は、

一般施政方針で、早期に歳入に見合った財政規模

への転換、財政の健全化を最重点事項となる全て

の事務事業について、既成概念や前例にとらわれ

ることなく選択と集中による徹底した見直しをと

示されました。さらに、むつ市議会第231回定例

会、むつ市総合経営計画の基本構想では 「行財、

政基盤」として、厳しい財政状況に対応するため

行政改革を積極的に推進しながら、財源の確保や

効率的かつ計画的な財政運営に努める持続可能な

まちづくりに大きくかじを切りました。

全国各自治体が時代の変化に対応した行政経営

の中で、適正な資産管理として抜本的な市公用車

の見直しに取り組んでいます。市公用車リース方

式の導入についてお伺いいたします。

リースにすると、同一金額で平準化を図ること

ができます。また、車の管理について、公用車予

約システムにより一括管理し、共同利用すること

で進行状況が把握でき、稼働率が上がり、適正な

台数の保持が可能になります。故障などの突発的

な維持管理における付随業務を効率化させること

ができ、維持費の持ち出しがなくて済みます。現
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状の購入方式からリース方式に転換すべきと考

え、ご見解を伺います。

質問の２は、東京2020「メダルプロジェクト」

参加についてご質問いたします。東京2020オリン

ピック・パラリンピック競技大会組織委員会は、

小型廃家電から回収されるリサイクル貴金属を用

いて東京2020大会時の入賞メダルを製作する「都

市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェク

ト」を企画し、本年４月から全国の自治体や企業

などで回収をスタートさせています。

都市鉱山とは、都市でごみとして大量に廃棄さ

れる家電製品などの中に存在する有効な資源、レ

アメタルなどを鉱山に見立て、そこから資源を再

生し、有効活用するリサイクルの一環であり、地

上資源を活用することです。

都市鉱山という観点では、日本は世界有数の資

源大国です。日本の都市鉱山に存在する金の総数

は6,800トン、全世界の現有埋蔵量の約16％に当

たります。銀６万トン22％など、日本の都市鉱山

には多くの金属が存在しています。都市鉱山と呼

ばれる不要になった携帯電話や小型電子機器など

の再生金属は、さきのリオデジャネイロ大会でも

使用されましたが、提供を国民に呼びかけるのは

初めてとなります。オリンピック、パラリンピッ

ク合わせて金、銀、銅、メダルの総数5,000個を

再生金属で製造する予定です。

日本全国で国民が参加してメダル製作を行うと

いう画期的な視点、回収された都市鉱山からメダ

ル製造に必要な全ての金属量を賄うという環境の

視点、金の調達にリサイクル率100％の実現を目

指すというテクノロジーの視点、オリンピック・

パラリンピック史上初めての取り組みとなりま

す。

東京2020の成功に向けて、より多くの国民に参

加を促す一方で、リサイクルの意識啓発と資源の

有効活用に資するすばらしい取り組みに共感しま

す。

小型廃家電から製作する「都市鉱山からつく

」 、る！みんなのメダルプロジェクト 参加について

使用済み小型廃家電のリサイクルの現状について

お伺いいたします。

質問の３は福祉行政、子育て世代に優しい市役

所の環境整備についてご質問いたします。こども

の国むつ市を目指し、ゆりかごからの応援事業を

展開されています。行事やイベント、災害時に安

心しておむつ交換、授乳ができる移動式赤ちゃん

の駅、また新生児がいる家への訪問や各種の子育

て支援相談の移動などで活躍する子育て支援のシ

ンボル車「こんにちは赤ちゃん号」は、民間から

の応援をいただき整備されました。心強い限りで

感謝いたします。

ところで、児童福祉相談など、乳幼児同伴で来

庁される方がいらっしゃいます。特に乳幼児を連

れ、手続が長引いて、子供さんが泣き出したりぐ

ずったりと、また複数の箇所での手続やご相談な

、 。 、ど 時間を要する場合がございます 市役所には

授乳室やキッズコーナーがありません。現在大手

のスーパーやショッピングセンター、銀行など、

、 、店舗内にキッズコーナー 授乳室などが設置され

子育て世代に配慮した整備がされてまいりまし

た。男性の育児、イクメンの頑張りも頼もしい限

りです。皆さんが乳幼児と一緒に安心して来庁で

きるようにしていただきたいと思います。

赤ちゃんの休憩室、ベビールームを愛称プリン

セス・ムチュリンルームのような皆さんに好感の

持てるネーミングにしていただくなど、キッズコ

ーナーもあわせて設置し、子育て世代の皆さんが

安心して来庁できる環境整備についてご所見をお

伺いいたします。

次に、高校受験におけるインフルエンザ対策に

ついてでございます。高校の入試で文部科学省が

追試の実施などを促す受験生の急病に配慮する旨
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の通知が昨年10月にありました。この背景には、

昨年２月、神奈川県の中学生がインフルエンザで

体調を崩したままの状態で受験した高校入試で十

分に力を発揮できなかったことを苦に自殺し、母

親も後を追って命を絶ったと見られる悲しい事件

があったことです。

高校受験は、ある意味人生の方向を決める大切

なもの、万全を期して臨まなくてはならないもの

ですが 季節性のインフルエンザは例年11月 12月、 、

ごろから流行が始まり、受験の時期となる１月か

ら３月にピークを迎えます。受験勉強で心身とも

に疲れ緊張している環境で体調を守ることは、大

変厳しいことです。通知は、文部科学省初等中等

教育局児童生徒課長名で各都道府県教育委員会に

宛てて発信され、追試の実施に加えて、新型イン

、 、フルエンザ流行など不測の事態も想定し 中学校

高校間の連絡体制構築や問い合わせ窓口設置など

も検討するよう求めています。高校受験において

のインフルエンザ罹患者など、不測の事態の対応

についてお伺いいたします。

次に、第６期介護計画と介護従事者確保の現状

についてご質問いたします。我が国は、過去に類

を見ない勢いで急激に人口が減少し、高齢化率は

増加の一途をたどっています。市民が快適で安心

して暮らしていくための基盤が失われること、医

療、介護を含む十分な行政サービスが提供できな

くなることが懸念されます。人口減少、少子高齢

社会にあっても、地域を活性化し、経済を持続可

能なものとし、住民が安心して快適な暮らしを営

んでいけるようにすることが重要と考えます。

現在第６期の高齢者福祉計画・介護保険事業計

画が進められています。2000年に介護保険が始ま

って以来の大改革となる本年４月から介護予防・

日常生活支援総合事業が開始されました。団塊の

世代が75歳以上になる2025年に向けて、地域包括

ケアシステムを構築し、在宅サービスを充実する

体制には、介護人材について250万人が必要と推

計されています。現在の149万人から毎年８万人

以上の人材確保の必要性に直面しています。人手

不足に係る対策は喫緊の課題であり、介護人材確

保の認識についてお伺いいたします。

次に、介護職の魅力を伝える福祉教育について

ご質問いたします。子供たちのなりたい職業に選

ばれる介護職、若い世代に伝えていかなければな

りません。ある小学校の６年生が自分の将来働く

姿を粘土細工で表現、男子はプロ野球選手、女子

はパティシエ、ほかに塾や小学校の先生、パン屋

さんなど、子供たちに身近なものでした。現在核

家族が進み、祖父母とのかかわりなど、高齢者と

接する機会が少なくなっている現状です。

本市においては、中学生の職場体験が実施され

ています。職場体験を通し、なりたい職業など体

験と経験の機会は心の成長に大いに必要なカリキ

ュラムであり、現況についてお伺いいたします。

以上、３項目について、簡潔明瞭、前向きなご

答弁をご期待申し上げまして、壇上からの質問と

させていただきます。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） おはようございます。鎌田

議員のご質問にお答えいたします。

まず、行財政改革についてのご質問につきまし

、 。ては 担当部長からの答弁とさせていただきます

次に、東京2020「メダルプロジェクト」参加に

ついてのご質問の１点目、小型廃家電から作製す

る「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジ

」 。 、ェクト 参加についてお答えいたします 市では

本プロジェクトの趣旨に賛同し、本年４月から参

加しております。６月からは、回収した小型家電

の出荷を始めており、７月末時点で累計108キロ

。 、グラムを出荷しております このプロジェクトは

資源に乏しい我が国において都市鉱山を活用しな
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いのはもったいない、しっかりと有用金属を資源

として回収し活用しようと、平成25年に施行され

た使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関す

る法律、通称小型家電リサイクル法がベースとな

っております。市では、この法律に基づき、平成

28年度から小型家電の回収を行っております。

また、循環型社会の実現を図るため、むつ市総

合経営計画の施策に平成33年度でのリサイクル率

30％を目標値に掲げ、ごみの分別と減量化及び再

資源化の推進を図ることとしており、この目標の

達成に向けて、小型家電に限らず、市民の皆様の

ご協力をいただき、衣類、紙類、瓶、缶類など多

くの資源の回収に努めてまいりたいと考えており

ますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、使用済み小型家電のリ

サイクルの現状につきましては、担当部長からの

答弁といたします。

次に、福祉行政についてのご質問の１点目、子

育てに優しい市役所の環境整備についてお答えい

たします。市役所には、保育園入所や医療費給付

に関する申請等のほか、各種相談のため、乳幼児

を連れた方々も多く来庁されております。各種申

請手続や相談をお受けする際には、その内容によ

って対応に時間を要し、同伴の乳幼児が泣き出し

たりぐずることもあり、おむつ交換や着がえなど

が必要な場合、本庁舎では２カ所ある多目的トイ

レ内のおむつ交換台を利用していただくようご案

内しているところであります。しかしながら、落

ちついて授乳や子供を休憩させることができるス

ペースがない現状にあります。

子育て環境の整備につきましては、むつ市総合

経営計画にも位置づけられているところであり、

、 、市といたしましては 子育て世代を応援するため

まずは授乳が必要なお子様連れのお母様方が安心

して申請手続や相談ができる環境の整備として、

プライバシーが保たれ、授乳が可能なスペースに

ついて、この質疑の後、ただちに準備を開始し、

体制を整えたうえで、本日12時30分より供用を開

始させていただきます。議員の皆様も、ぜひご視

察、お立ち寄りいただきたいと思います。

次に、ご質問の２点目、高校受験のインフルエ

ンザ対策については、教育委員会からの答弁とな

ります。

次に、ご質問の３点目の第６期介護計画と介護

従事者確保の現状につきましては、担当部長から

の答弁といたします。

次に、ご質問の４点目の介護職の魅力を伝える

福祉教育につきましては、教育委員会からの答弁

となります。

〇議長（浅利竹二郎） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 鎌田議員の福祉行政のご質

問の２点目、高校受験のインフルエンザ対策につ

いてお答えいたします。

県立高校入試におけるインフルエンザ罹患者へ

の対応については、県教育委員会にお伺いしたと

ころ、従来から受験生が在籍している中学校の校

長が受験校の校長に対して電話で第１報を入れ、

受験当日に別室で受験を希望するか、または体調

不良、高熱等のためやむを得ず欠席するかを伝え

ることとしております。なお、欠席の場合には、

後日当該中学校の校長から、欠席なのか、受験辞

退なのかを文書で当該高等学校の校長へ提出する

こととなっております。

、 、欠席したことで すぐ不合格になることはなく

青森県立高等学校入学者選抜要項には 「病気、、

交通事故、その他やむを得ない事由によって、学

力検査等の全部又は一部を受けることができなか

った者については、県立高等学校の校長が事情を

調査の上、適切な方法によって選抜を行う」と明

記されております。

次に、ご質問の４点目、介護職の魅力を伝える
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福祉教育についてお答えします。市内各中学校に

おいては、キャリア教育の一環として職場体験学

習を行っております。学校によっては、中学１年

生から取り組んでいる学校もありますが、主に２

年生が将来の希望する職業について自らが選択

し、各事業所を２日間訪問し、体験学習を行って

おります。本年度におきましては、市内９校中７

校で介護職に携わる職場体験を行うと伺っており

ます。

体験を終えた後は、体験学習で感じたことや仕

事の魅力などを個人新聞にまとめ、文化祭で展示

、 。 、し 情報共有を図っている学校があります また

学校によっては、文化祭のステージ、参観日、小

中一貫教育として小学生との交流会で体験発表を

しております。

「 」 、むつ市総合経営計画で 夢を育む教育 を掲げ

キャリア教育の充実に向け取り組んでいることか

ら、今後もさらに職場体験を通して、介護職を初

め、さまざまな職業に関する理解を深め、望まし

い勤労観、職業観の育成を図ってまいりたいと思

いますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

〇財務部長（氏家 剛） 鎌田議員の行財政改革に

ついてのご質問、適正な資産管理と経費削減につ

いてお答えいたします。

まず、現在市で保有している公用自動車は、業

務委託先、または指定管理者に貸し付けしている

車両及び特殊用途車両を除き本庁舎70台、各分庁

舎41台、合わせて111台となっております。その

うち本庁舎におきましては、共用車両10台を公用

車予約システムで管理し、庁内全課で使用するこ

とにより台数の抑制を図ってきたところであり、

公用車の更新につきましても、購入時からの経過

年数、走行距離、使用頻度及び劣化程度等を総合

的に勘案し、できる限り長く使用するよう努めて

きたところであります。

議員ご提案のリース方式についてであります

が、市では車両にかかる経費の縮減を図るため、

車両購入費、各種点検料、車検料、修繕料及び手

数料等、全ての費用を含めたメンテナンスリース

方式の導入を昨年９月に民間業者から提案を受

け、検討した経緯があります。このメンテナンス

リース方式は、現在保有の全車を一括リースバッ

クという方法でリース会社に買い取ってもらい、

１台ごとのリース期間を決定し、メンテナンスパ

ックとして契約するものでありますが、現在の車

両管理経費とメンテナンスリース方式の経費比較

をいたしましたところ、メンテナンスリース方式

のほうが割高になる結果となりましたことから、

今はこれまでの管理体制と同様の状況で管理して

いるところでございます。

しかしながら、公用自動車の管理に関しまして

、 、は さまざまな視点から費用対効果を調査研究し

今後とも適正な管理に努め、財政の健全化に取り

組んでまいりたいと考えておりますので、ご理解

を賜りたいと存じます。

〇議長（浅利竹二郎） 民生部長。

〇民生部長（中里 敬） 東京2020「メダルプロジ

ェクト」参加についてのご質問の２点目、使用済

み小型廃家電のリサイクルの現状についてお答え

します。

市では、市役所本庁舎及び各分庁舎並びに中央

公民館、図書館の計６カ所に回収ボックスを設置

しているほか、むつ来さまい館で毎月行われてい

るフリーマーケットにブースを設けてイベント回

収を行っております。また、このほかにも下北地

域広域行政事務組合においては、むつ下北地域５

市町村から廃棄物処理施設であるアックス・グリ

ーンへ搬入された燃えないごみの中から、回収対

象となる小型家電をピックアップして回収してお

ります。

これらにより回収した小型家電は、平成28年度
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実績で、下北地域全体で年間約55トン、月平均で

は約4.6トンとなっております。本年度は、８月

末時点で約36トン、月平均約7.2トンを回収して

おり、前年同期比の３割増しとなっております。

今後におきましても、広報活動等に力を入れ、リ

サイクル率の向上に取り組んでまいりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（浅利竹二郎） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（瀬川英之） 福祉行政についての

ご質問の３点目、第６期介護計画と介護従事者確

保の現状についてお答えをいたします。

介護サービス事業者の介護人材不足について

は、平成28年度の公益財団法人介護労働安定セン

ターの介護労働実態調査により、全国的に介護サ

ービスに従事する従業員の不足感が62.6％あると

いう調査結果が出ております。当市におきまして

も、市内の介護サービス事業者からの情報やハロ

ーワークの求人情報等から介護人材不足、また介

護人材確保が困難であるという現状は認識をして

いるところであります。

介護人材を確保していくためには、厚生労働省

社会保障制度改革国民会議によりハローワークや

福祉人材センターなどを通じて新たな入職者の確

保や介護分野への定着など、国、県、市、事業者

がそれぞれ役割分担をして取り組んでいくことが

重要とされているところであります。

その中で、市の役割といたしましては、ひとり

暮らし高齢者などが増加する中、生活支援の担い

手を育成確保するとともに、研修を実施すること

などを中心に取り組むことが重要と示されており

ます。この取り組みは、むつ市総合経営計画の主

「 」要計画であります 地域包括ケアシステムの構築

に向けた「介護予防・生活支援サービスの充実」

に基づくもので、今年度から開始となった新総合

事業の中で住民等の多様な主体が生活支援の担い

手となることにより、ホームヘルパー等専門職が

重点的に配置されるよう地域で支え合いの体制づ

くりを進めているところであります。

第６期介護保険事業計画では、第５期からの継

承となる地域包括ケアシステムの構築に向けた取

り組みを進めているところでありますが、この８

月に第７期介護保険事業計画の策定を円滑に行う

ため、介護保険事業計画等策定委員会を設置し、

検討を始めたところであります。

地域包括ケアシステムの構築を進めるために

は、介護人材確保が極めて重要な課題と捉えてお

りますことから、保健、医療、福祉関係及び各地

区の老人クラブ等各種団体から推薦された委員で

組織する策定委員会において検討していただき、

第７期介護保険事業計画に反映させてまいりたい

と考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

〇議長（浅利竹二郎） 13番。

〇13番（鎌田ちよ子） 丁寧なご答弁、ありがとう

ございます。また、赤ちゃんルームに関しては、

大変ご配慮ありがとうございます。再質問と要望

、 。を申し上げますので よろしくお願いいたします

質問の１、市公用車リース方式導入についてで

ございます。このたびの質問に当たり、いただい

た資料の中で、特に多くの古い車、20年を優に経

過している普通車、軽自動車を所有している分庁

舎で調査をさせていただきました。現状大変厳し

く、私自身、事故が起きないようにと思っている

ところでございます。整備等に力を入れていただ

いて、皆さんには努力のほうをしていただくこと

が重要かなと思った次第でございます。

、 、さらに 先ほど部長からもご答弁ありましたが

2015年８月、本庁舎の公用車全車両にオリックス

テレマティクスサービスを導入した経緯につい

て、弘前市担当課職員に聞き取りを行いました。

2014年計画、弘前市公用車利活用推進事業、公募

型のプロポーザルとして事業化しています。本庁



- 65 -

の全車両の共有化により稼働状況の可視化と利用

効率の最大化を目的として、運行管理の省力化、

効率的運転の実現、安全運転の実現、これまで把

握できなかった運転時のリスク分析により、事故

の未然防止や効果的な車両運行管理を目指してい

ます。

、 、また オリックステレマティクスサービスでは

通信とＧＰＳ機能を備えた車載器を搭載し、最適

な車両使用と労働管理、企業のリスクマネジメン

トを支援しております。公用車の共有化、また共

用化、稼働率調査など、一元化による運用効率化

で、スタート時の2014年、61台から現在45台に削

減し、特に担当課職員のお話では、故障や事故な

ど維持管理に関しての一切の労務から解放された

ことが一番大きいと話をしておりました。

当市におきましても、部長からご答弁いただい

たとおり、諸問題がありますが、いろいろ全国で

展開しておりますので、先進地の事例を研究し、

むつ市で導入できるところを見きわめていただい

て、前向きに取り組んでいただきたいことを要望

いたします。

次に、メダルプロジェクト参加についてでござ

います。小型廃家電の回収は、2013年４月に施行

された小型家電リサイクル法に基づき実施され、

2016年４月時点で全国の70％に当たる1,219市町

村が導入しています。私は、平成21年６月、むつ

市議会第200回定例会では携帯電話のリサイクル

事業について、また平成25年９月の第217回定例

会で小型家電のリサイクルについてご質問させて

いただき、回収ボックスの設置に至り、先ほどご

報告いただいたとおり、事業を進めていただいて

おります。

東京2020組織委員会は、史上初の取り組みに向

けて全国で国民参加型の運動へと盛り上げていき

たい、多くの人に協力してもらい必ず実現させた

いと、このように意気込んでいます。周知方法と

、 、 、して 広報やエフエムアジュール ホームページ

いろいろなことがございますが、ポスター掲示な

ど広く周知する方法も考えていただき、教育委員

会、また福祉関係者も巻き込み、学校、幼稚園、

保育園、子供から大人まで参加型のメダルプロジ

ェクトにしていただきたいと願っています。周知

方について、再度お尋ねします。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

この東京2020メダルプロジェクトについては、

自分が使っていたものがメダルになるという非常

に夢の広がる事業だというふうに思っておりま

す。市では、市が設置しました小型家電回収ボッ

クスへの広報用ポスターの掲示、これをさせてい

ただいておりますし、またエフエムアジュールで

の広報等も、もう既に実施しております。実は、

９月４日からホームページを作成いたしまして、

この掲載もさせていただいておりますし、そうい

った意味では市民の皆様への周知を今図っている

という状況ですので、これから少しずつこの取り

組みが広がっていくことに期待をしております。

以上です。

〇議長（浅利竹二郎） 13番。

〇13番（鎌田ちよ子） ありがとうございます。

2020年には、長野オリンピックから22年ぶりに

東京オリンピックが開催されます。このプロジェ

クトは、自分が使っていた携帯電話やゲーム機な

どの中に含まれる金、銀、銅がオリンピックのメ

ダルに生まれ変わる。例えば体操の内村航平選手

の金メダルの一部になるかもしれない、子供たち

の夢と希望がつながる、自分もオリンピック・パ

ラリンピックに参加しているとの共感を持てる取

り組みであり、環境教育として期待されます。市

民参加型のイベントとして盛り上げていただくよ

う要望いたします。

、 、次に 子育て世代に配慮した市役所については
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先ほど市長から心のこもったご答弁をいただきま

、 。 、して ありがとうございます 私もここ２回ほど

直接ご相談に関係する立場にありましたので、本

当にこの件はうれしく思います。ありがとうござ

います。

いろいろなことで市民の身近に起きたこと、ま

た市民に寄り添って、その声をこの議場でお届け

したいとこれからも頑張りますので、よろしくお

願いいたします。

次に、中学生のインフルエンザの予防接種拡大

について、先ほど教育長からも学校現場の、また

高校と中学校の連絡体制について事細かにご答弁

をいただきました。ありがとうございます。イン

フルエンザの予防対策については、今後も患者が

ふえると予想されております。人生の大切な進路

を決める高校受験です。安心して受験できる体制

整備には、予防接種が最も有効であります。しか

しながら、インフルエンザ予防接種の自己負担額

は、各医療機関により多少異なりますが、昨年は

前年度より約500円から1,000円値上がりしていま

した。これは、私も毎年予防接種しておりました

ので、よくわかっているところでございます。ま

た、私も初めてことしインフルエンザになりまし

て、３月定例会一般質問できなかったことを悔い

ているところでございます。

13歳未満のお子様については、基本的にワクチ

ンの２回接種が必要となります。低所得者の家庭

や子供さんが多い家庭において、予防接種の接種

率低下が懸念されます。高齢者だけではなく、子

供さんもインフルエンザにかかり肺炎を起こすこ

とがあります。まれにインフルエンザ脳炎、脳症

などを発症することもあり、予防接種を受けるこ

とでインフルエンザに罹患しにくくなり、万一患

ったとしても重症にならずに済むことがありま

す。子育て世代にとっては経済的な負担だけでな

く、子供さんがインフルエンザを患った場合は仕

事を休み、面倒を見なければなりません。また、

10代の子供さんがインフルエンザにより異常行動

を起こす症例が報道されるたびに、親御さん、ま

た子供さんを抱える皆さんは危機感を感じている

のではないでしょうか。

本市では、小学校までインフルエンザ予防接種

を行っています。さらに、高校受験を控えた中学

生まで拡大できないのでしょうか。インフルエン

ザの予防接種助成事業の拡大により、感染はもと

より、財政的にも医療費の削減になると考え、中

学生に対する予防接種についてお伺いいたしま

す。

〇議長（浅利竹二郎） 健康づくり推進監。

〇保健福祉部健康づくり推進監（徳田暁子） 鎌田

議員のインフルエンザ予防接種助成を中学生まで

に拡大できないかについてお答えいたします。

インフルエンザワクチン接種費用の助成につい

ては、予防接種法に基づく高齢者と、小児につい

ては予防接種法に基づかない任意接種の扱いにな

っている中、生後６カ月から小学６年生までを対

象に実施しているところであります。これは、ワ

クチン接種の回数が13歳未満では２回接種となっ

ていることから、保護者の費用負担がより大きい

小学６年生までを助成対象として設定していると

ころです。

助成対象を中学生まで拡大できないかとのご質

問ですが、近年予防接種法に基づき市町村に義務

づけられた乳幼児の予防接種の種類がふえてお

り、そちらを優先して実施しなければならないこ

とから、任意接種については現状より助成対象を

拡大するのは困難であると考えておりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（浅利竹二郎） 13番。

〇13番（鎌田ちよ子） 財政的なこともよくわかっ

ているので、思いは一緒なのですが、もし財政が

許してきたときには、中学生まで拡大していただ
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きたいことを要望しておきます。

次に、介護従事者確保の件でございますが、本

県の介護事業所で働く職員の離職率は、2016年度

10月調査時点で16.0％、前年度より1.7ポイント

悪化したと報道がありました。離職者の内訳は、

就業１年未満で35.6％と最も多く、１年以上３年

未満が30.8％、３年以上が33.6％でした。離職率

上昇の理由について、サービス型高齢者住宅、ま

た有料老人ホームなどが積極的に整備されて、介

護経験者がそのような施設に中間管理職として流

れているのではないか。また、人口減少により他

産業でも人材不足が顕在化してきているため、負

担が少ない、賃金が高い産業へと流れると分析さ

れておりました。本市の現状についてお伺いいた

します。

〇議長（浅利竹二郎） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（瀬川英之） 鎌田議員の再質問に

お答えいたします。

私どもといたしましては、現在はっきりとした

人数のほうは把握をしておりませんが、市内介護

保健施設のほうでは、離職をして、別の施設に移

られる介護職の方がいるというふうな話は伺って

ございます。また、採用になっても早い段階で離

職されるという方もいると伺っているといった現

状であります。

以上でございます。

〇議長（浅利竹二郎） 13番。

〇13番（鎌田ちよ子） 離職者に対する対策は、今

後もいろいろな機関と協力しながら、むつ市の介

護人材の確保に努力していただきたいことを希望

します。

次に、ダブルケア対策と支援についてでござい

ます。ダブルケアと呼ばれる乳幼児期の子育てと

親の介護、看護を同時に抱える状況に直面する人

がふえてきていますし、これからもこれはふえて

。 、いくのではないかと私は思っています 背景には

晩婚化による出産年齢の上昇に加え、育児や介護

を手伝ってくれる兄弟、姉妹、親戚の減少という

家族関係の変化が複雑に絡み合っています。共稼

ぎ世帯で、その負担は女性に集中してきます。高

齢化とともにダブルケアになる要因の一つが晩

婚、晩産化で、厚生労働省によると、平均初婚年

齢は男女ともに上昇、それに伴い子供を出産する

母親の年齢は30歳以上が63.4％、35歳以上で

27.6％に上り、割合が増加傾向との報告がありま

す。

子育ての次に介護という従来のライフサイクル

が崩れ、育児と介護、看護の時期が重なりやすく

なっています。これから第６期から第７期へと介

護事業が進んでまいりますが、このダブルケアと

対策についても、例えば子供の保育園入所とか、

いろいろな場面で今後は配慮が必要な課題になっ

ていくのかと思っているところでございます。こ

のようなことも念頭に入れていただきながら、次

の策定とつなげていただきたいことを要望いたし

ます。

また、教育委員会からもご答弁いただきました

福祉教育についてでございますが、職場体験とい

うことで、中学校の１年、２年の中でカリキュラ

ムに入れていただいて、これを魅力ある介護の現

場ということで、福祉教育につなげていただいて

いる現場の声をいただきました。これからも創意

工夫、また新しい発想のもとで介護の魅力を子供

たちに持っていただけるような教育委員会からの

発信をしていただき、取り組みのほうをよろしく

お願いします。

質問はこれで終わります。ありがとうございま

す。

〇議長（浅利竹二郎） これで、鎌田ちよ子議員の

質問を終わります。

ここで、午前10時55分まで暫時休憩します。

午前１０時４６分 休憩
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午前１０時５５分 再開

〇議長（浅利竹二郎） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

◎斉藤孝昭議員

〇議長（浅利竹二郎） 次は、斉藤孝昭議員の登壇

を求めます。18番斉藤孝昭議員。

（18番 斉藤孝昭議員登壇）

〇18番（斉藤孝昭） 一般質問をさせていただきま

す。

質問の１は、公平公正な課税事務について、住

民登録外課税の現状と課題をお聞きいたします。

個人の市県民税は、原則としてその年の１月１日

現在に住民登録のされている市町村で課税されま

す。また、住民登録外課税といって、住民登録が

なくても実際に住んでいる場合は居住地の市町村

で課税できることとなり、同じく住民登録がなく

ても事務所、事業所または家屋敷等を有している

方には均等割のみを課税してもよいことになって

います。法的には、居住地が変更になった場合は

該当する自治体へ住民票を移すことが原則とされ

ています。しかし、現状は何らかの理由により、

それを行わないこともあるようです。市の財政が

厳しい状況が続く現在にあって、税収の確保は非

常に重要な施策の一つであり、住民登録外課税と

いう仕組みをしっかり活用することも必要ではな

いかと思います。

主な生活地がむつ市にあるということは、それ

なりの行政サービスを受けています。しかし、住

民登録をむつ市にしないことにより、その税収は

住民登録のある他の自治体へ支払われることにな

ります。課税当局が納税者の生活実態などへどこ

まで干渉できるかという問題はあるものの、この

矛盾した状況を解決するため、地方税法第294条

第３項の規定により住民登録外課税が認められて

います。

事情により住民登録をむつ市にできなくても、

本人が希望し、条件が整えば納税できる第２ふる

さと納税と私は考えています。よって、この税の

仕組みや手続方法及び法的根拠を住民の皆様へ説

明する機会があってもよいかと思います。

公平公正な課税事務を進める観点からも、住民

登録外課税の現状と課題、今後の考え方について

お知らせ願います。

教育行政について、５点お聞きいたします。

１点目は、教師は背負い切れないほどの課題に

押し潰されるようになっても、なぜ頑張り続ける

のか。大ざっぱに言えば、長時間労働の原因は、

第１に、学校を取り巻く社会的背景の激変によっ

て、学校に寄せられる期待と業務が過去と比べも

のにならないほどふえ続けていること、第２は、

教育界の伝統とされる献身的教師像を引き継い

で、ぎりぎりまで責任を果たそうとする教師の誠

実な勤務態度にあると教育評論家の石井昌浩氏が

言っています。

昨年６月、文部科学省が設置した「学校現場に

おける業務の適正化に向けて」の報告では、教員

は多忙をきわめている状況であり、十分な教材研

究、授業改善等を行い、子供たちとしっかり向き

合う時間が確保できていない状況にあるとし、教

師が本来の職務である教材研究や授業改善を行え

ず、子供と向き合う時間が確保できていないこと

を国が公式に認めています。

法律では、教育職員については原則として時間

外勤務は命じないものとすると定めていますが、

実際には必要に迫られ時間外は常態化していま

す。もともと勤務時間を適切に管理するという意

識が教育委員会にも教育現場にも欠けていたのが

実情と思われます。日常の多忙さに埋没して授業

を充実させる時間がない状況になれてしまい、結
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果として教育の本質を見失ってしまうことがない

か、気がかりであります。

また、文部科学大臣の諮問機関である中央教育

審議会の特別部会は、長時間労働が深刻な教員の

働き方改革について具体策を盛り込んだ緊急提言

を国や教育委員会などに対し、実施を求める方針

のようです。学校現場でおろそかになっている勤

務時間の管理徹底について、教師の長時間労働を

解消するために何ができるのか、長時間労働をも

たらしている原因を一つ一つ検証することを教育

委員会がなぜ主導しないのか、現場は具体的な改

善に取り組んでいるのか、教師の長時間労働を解

消するためどのような取り組みを実施しているの

か答弁を求めます。

２つ目は、小学校の運動部活動のあり方につい

てであります。小学校のスポーツ活動は、少子化

に伴うチーム編成の困難、保護者や児童のニーズ

、 、の多様化 また指導者不足などの課題が指摘され

当市は児童にとって適切なスポーツ環境を確保す

るため、小学校の運動部活動を社会体育へ移行す

るという方針を出しています。

そもそも小学校の学習指導要領では、部活動は

ありませんので、任意の放課後活動と解釈し、長

年続けられてきたものと思いますが、あるものが

なくなることによる感情及び行動のリスクはどの

ように解決されるのでしょうか。まずは、なくな

った後の受け皿がどのようになるのか、スポーツ

少年団やスポーツクラブが練習場所の確保のた

め、学校との連携がうまくいくのか、指導者の確

保をどうするのか等、保護者の方々への丁寧な説

明が必要と感じます。また、部活動がなくなるこ

とにより児童の放課後活動はなかよし会等へ移行

することも考慮すべきです。学童保育の充実を図

らなければ、行き場がない児童がふえる可能性も

考えられます。

社会体育移行への進め方はどのようになってい

るのか、地域の実態に応じた活動環境や体制づく

りは進んでいるのか、小学校の運動部活動のあり

方について、教育委員会の見解を求めます。

教育委員会への３つ目の質問は、中学校の運動

部活動で部活動指導員を積極的に導入する考えは

ないかであります。学校教育法施行規則の一部が

改正され、これまで認められていなかった外部の

、 、人材が部活動の顧問となり 単独で部活動を指導

引率できる部活動指導員が制度化されましたが、

背景には教職員の負担軽減及び長時間労働の解消

があると思います。

学習指導要領では、部活動は生徒の自主的、自

発的な参加により行われる学校教育の一環とされ

ている。一方で、運動部活動顧問は教員多忙化の

大きな要因であり、さらに指導法がわからないの

に運動部顧問になるケースもあり、心身ともに負

担になっていると解釈されています。既にこの制

度を導入し、効果を出している自治体及び教育委

員会が多くありますが、スポーツ庁では運動部活

動のあり方を審議する検討会議を設置し、今年度

中に部活動指導員の役割や教員の負担軽減などに

ついてガイドラインをまとめるようです。部活動

指導員を積極的に導入する考えについて、所見を

お伺いいたします。

４点目は、小学校の教育内容の増加にどのよう

に対応するのかについてであります。今後道徳の

教科化や外国語学習の導入、アクティブ・ラーニ

ングやプログラミング教育など教育内容がふえ、

教員に求められる能力は従来どおりにいかないの

ではと感じています。

世の中は、少子高齢化による人口減少により人

手不足となっていますが、一方で技術の進歩も目

覚ましく、今の小学生の６割は、将来、現在存在

していない仕事につくと言われています。また、

今ある仕事の約半数はＡＩと言われる人工知能が

主流となる可能性があります。そのようなことを
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踏まえ、特に英語教育の充実やプログラミング教

育については重要度が高いものと思います。よっ

て、これまでの教育内容や指導方法を続けていれ

ばよいわけではなく、ますます教員の質的向上が

最優先課題となるはずです。そのためには、研修

の充実が急務でありますが、すぐに全ての体制を

整えることも現実として難しいものと思います。

そこで、教員の増配置や外部人材の活用など、

柔軟な運用や対応が必要と考えますので、来年度

からの教育内容増加等についてどのように対応す

るのかお聞きいたします。

最後は、キッズウイークを導入することによる

影響と基本的な考え方についてであります。政府

は、小・中学校、高校の夏休みなど、長期休暇の

一部を地域ごとに別の時期に分散するキッズウイ

ークを創設し、来年度から導入する方針を示して

います。政府案では、都道府県や市区町村ごとに

休みを決めてもらう方向のようです。例えば夏休

み中の最後の平日５日間を他の時期に移すと、土

日を合わせて新たに９連休ができることになりま

す。休み方改革の一環として、親に有給休暇を促

し、一時期に集中しがちな国内旅行を分散するの

が狙いのようですが、学校行事や授業のスケジュ

ールを含む教育環境に影響はないのか、キッズウ

イークを導入することによる影響と基本的な考え

方についてご所見をお伺いいたします。

以上、壇上からの質問となりますが、昨日同僚

議員が質問した内容と重複する点がありますの

で、答弁については簡潔明瞭にお願いしたいと思

います。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 斉藤議員のご質問にお答え

いたします。

まず、ご質問の１点目、公平公正な課税事務に

ついてお答えいたします。住登外課税の現状と課

題についてですが、地方税法では個人の市町村民

税は、その年の１月１日現在、住民基本台帳に登

録されている市町村において課税することとされ

ておりますが、住民登録がないものの、実際に居

住している市町村において、住民基本台帳に記録

されている方とみなし、市町村民税を課税するこ

とができると規定されており、これがいわゆる住

登外課税であります。これは、居住という事実に

着目し、自治体から享受するさまざまな行政サー

ビスに対して受益に応じた税負担をするべきとの

応益性の原則に沿ったものであると理解をしてお

ります。

こうした認識のもと、むつ市では平成29年度に

おいて課税件数30件、課税総額1,385万6,800円の

住登外課税を行っております。課税に当たりまし

ては、確定申告書や事務所から提出された給与支

払報告書などの課税資料をもとに住民登録がない

方について調査を行い、居住の事実が確認された

ものについて住登外課税を行っているところであ

ります。

一方で、市に提出された課税資料によること以

外では、こうした実態を把握することは難しい状

況にあります。これは、当市に限らず全国の自治

体共通の課題であるとも言えます。本来は、住民

基本台帳法において、転出、転入の届け出が義務

づけされておりますことから、これに基づく法令

の遵守がなされることで、住民登録外の方に対す

る課税に関連した課題は解消されるものと認識し

ております。

さきのむつ市議会第232回定例会における山本

留義議員の一般質問でお答えいたしましたよう

に、むつ市の企業に働く方々がむつ市に住所を置

いていただくことは、住民行政サービスについて

の受益と負担の関係という観点からも必要なこと

でありますし、このことは法の趣旨になじむもの

であります。
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１月１日現在の住所地における市県民税の賦課

が原則である以上、住所地の異動に伴います届け

出は極めて基本的なことであります。しかし、個

々のさまざまなご事情により、住民票を異動でき

。 、ない方も実際にはおられるようであります また

住民票を異動できなくとも、むつ市に納税したい

と考える方も中にはおられると伺っております。

このような心情をお持ちの方々に対しましてこ

そ、むつ市へのご貢献と受けとめ、住登外課税と

いう形で対応させていただくことが最も適切な方

法であると考えておりますし、こうした方々につ

いては、ぜひ市へお申し出ていただきたいと考え

ております。また、その際には適切な対応をさせ

ていただきたいと思います。

今後は、住登外課税の趣旨に沿うよう、制度内

容の周知や手続方法などについて検討するととも

に、適正な課税事務の執行に努めてまいりますの

で、ご理解とご協力を賜りたいと存じます。

次に、教育行政についてのご質問につきまして

は、教育委員会からの答弁となります。

〇議長（浅利竹二郎） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 斉藤議員の教育行政につい

てのご質問の１点目、教師の長時間労働を解消す

るためどのような取り組みを実施しているのかに

ついては、石田議員の答弁と重複いたしますが、

教職員の長時間労働解消については、これまでも

さまざまな取り組みを行ってきたところですが、

教職員へ求められる業務が増加するとともに、質

の困難化が見られるなど、なかなかその解消まで

は至っていない状況にあります。

このような中、平成27年12月に県教育委員会が

設置する多忙化解消検討委員会がまとめた教職員

の多忙化解消に係る報告書が通知されました。こ

の中で、教育委員会が取り組んでほしいこととし

て、教職員の意識の啓発及び多忙化解消の方策に

取り組むことが求められました。この報告書に基

づき、まずは教職員の働き方に対する意識の改革

を図ることが必要であるとの認識から、昨年12月

に教職員の時間外労働等の縮減に関する指針を策

定し、各学校において取り組んでいただいている

ところです。

この指針では、時間外労働時間の目安を示すと

ともに、定時退校日やノー部活デーの設定や、管

理職による退校の声がけの徹底などを明示してお

ります。各学校からは、おおむね良好な意見が寄

せられておりますが、一方で「声がけはしている

が、なかなか早く帰るのは難しい」といった意見

もあります。

次に、具体的な多忙化解消の方策についてであ

りますが、まずは人的支援として、市費により小

中一貫教育非常勤講師を今年度は２名増員し、

11名採用し、市内全ての中学校区に配置して、教

員の負担を補っております。

また、さまざまな支援を必要とする児童がしっ

かりと教育活動に向かうことができるようスクー

ルサポーターを30名配置し、教員の負担軽減を図

っております。

このほか事務的負担軽減に向けて、全教職員に

教務用パソコンを配布し、また職員室内でのデー

タ共有のため共有ＬＡＮディスクを設置するな

ど、事務の効率化に資する環境整備を図っており

ます。

教職員の働き方に関しましては、中央教育審議

会の特別部会が教員の長時間労働解消に向けた対

策に係る緊急提言をまとめました。教育委員会と

いたしましては、今後の国や県の動向を注視しな

、 、がら 教職員の勤務実態の把握に努めるとともに

引き続き多忙化解消に取り組んでいきたいと考え

ております。

次に、ご質問の２点目、小学校の運動部活動の

あり方について所見を伺うについてお答えいたし
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ます。現在本市の小学生の部活動は、学習指導要

領に明記されていない教育課程外の活動として、

各学校の校長の裁量により外部指導者の支援も受

けながら、その学校の教員が指導する形で放課後

や休日に実施されております。しかし、新しく採

用される教員が少なく、教員の平均年齢が高くな

っているため、体力的、技術的にも部活動を指導

できる教員数が減っております。加えて児童数の

減少によって、その学校だけで活動できる種類が

限られるようになり、本当に子供たちがやりたい

部活動ができない状況も見られるようになってき

ております。

教育委員会といたしましては、学力向上やいじ

め問題を含むさまざまな教育課題に対応していく

ためにも、教員が教育課程内の業務に一層従事で

きるよう、教育課程外の部活動は地域の実情を踏

まえ、体制づくりを進めながら、各学校と連携す

ることが望ましいと考えております。

しかしながら、地域の状況や児童数等、各学校

の環境はさまざまであり、子供たちに不利益が及

ばない持続可能な組織体制にしていくためには、

指導者の確保を初め、保護者や地域の皆様のご理

解とご協力が不可欠であり、その課題の解決が整

わない段階での部活動の廃止は望ましくないとも

考えております。

また、議員ご指摘のように、さまざまな事情か

らスポーツ少年団に加入できない子供の受け皿は

どうするのか、保護者の経済的負担が増すのでは

ないか、指導者をどのようにして確保するのか等

の課題も考えられます。この点について、むつ市

教育大綱にあるとおり、教育委員会では今後関係

課とともに校長会や関係団体等と連携しながら体

制づくりを進めてまいりたいと考えております。

次に、ご質問の３点目、中学校の運動部活動で

部活動指導員を積極的に導入する考えはないかに

つきましては、大瀧議員への答弁と重複いたしま

すが、平成29年３月、学校教育法施行規則改正の

通知が出され、中学校、高等学校において部活動

の指導、大会への引率などを行うことを職務とす

る部活動指導員制度ができました。この制度が生

まれた背景として、約半数の部活動において、そ

の競技経験がない教員が顧問をしていることや、

中学校、高等学校教員の長時間勤務の大きな要因

として部活動の指導が上げられていることなどが

あります。

これまでの外部指導者は、顧問の教員と一緒に

部活動指導や大会引率しておりましたが、部活動

指導員は校長の監督を受け、単独で部活動指導や

大会引率が可能になりました。そのため、スポー

ツ庁の通知によると、設置者である教育委員会が

部活動指導員の任用、勤務形態、報酬及び費用弁

償、災害補償等に関する規則を整備することとな

っております。

また、学校と連携して事前及び定期的な研修を

行い、部活動が学校教育の一環として行われてい

ること、生徒の人格を傷つける言動や体罰は禁止

であることなどについて十分に理解したうえで指

導に当たることが重要であるとも示されておりま

す。

仮にこの制度を取り入れることとなっても、部

活動の指導を全て部活動指導員に一任するのでは

なく、顧問の教員と連携しながら進めていくこと

になります。そのため、これまでどおり勝利至上

主義に走ることなく、責任感や連帯感の涵養、互

いに協力し合って友情を深めるといった好ましい

人間関係の形成等を目的とした部活動運営に努め

ることが重要であると考えております。

教育委員会といたしましては、部活動における

専門的な指導の充実や教員の多忙化解消の一つの

対策として、この制度について、来年３月にスポ

ーツ庁から出される予定のガイドラインを参考に

運用することとしております。
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また、この制度につきましては、むつ市教育大

綱で示されているように、学校等と連携し、現在

各校で運動部活動の技術指導をしていただいてい

る外部指導者を含め、専門的指導者などを活用す

る形で検討してまいりたいと考えております。

ご質問の４点目、教育内容の増加等にどのよう

に対応するのかについてお答えいたします。本年

３月に告示された新学習指導要領において、小学

校における外国語科の導入やプログラミング教育

の取り組み、道徳の教科化、アクティブ・ラーニ

ング、つまり主体的、対話的で深い学びの視点に

基づいた授業改善等が示されました。

まず、小学校外国語科の導入につきましては、

移行措置期間の平成30年度から平成31年度におい

て、３、４学年では聞く、話すといった外国語活

動を年間15時間、５、６学年ではこれまで実施し

てきた外国語活動の内容に読む、書くといった外

国語科の内容の一部15時間分を加えた年間50時間

を学習することとなっております。そして、平成

32年度からは、３、４学年で年間35時間の外国語

活動、５、６学年では年間70時間の外国語科の学

習をすることになります。

現在小学校において学級担任等とともに指導に

当たっている外国語指導助手が２名おり、学級数

等を勘案し、各校に訪問させているところであり

ますが、外国語学習に関する時数の増加と授業の

一層の充実に対応するため、２名の国際交流推進

員も小学校の外国語学習で指導に当たることがで

きるよう取り組みを進めているところでありま

す。

次に、プログラミング学習につきましては、自

分が意図することを実現するために必要な事柄を

論理的に考えていく力を育成するために、これま

で実施されてきた教科等の中で、電気製品はプロ

グラミングの考え方が活用されて動作しているこ

となど、身近な生活とプログラミングの関係に気

づいたり、パソコンを活用して作品や音楽をつく

ったりする学習を実践することが示されておりま

す。

文部科学省の小学校段階におけるプログラミン

グ教育のあり方についてによると、必要な条件整

備としてＩＣＴ環境の整備が上げられており、現

在教員の校務用パソコンの更新を順次進めている

ところであります。

また、道徳の教科化につきましては、新たに教

科書を用い、児童・生徒がいかに成長したかを積

極的に受けとめ、励ます評価をすることとなりま

すが、授業時数はこれまでと変わらず、年間35時

間となっております。道徳の教科化等について、

市内各小・中学校の取り組みが円滑に進められる

よう、文部科学省より示されている通知等の必要

な情報を迅速に学校に提供してまいります。

アクティブ・ラーニング、つまり主体的、対話

的で深い学びの視点に基づいた授業改善につきま

しては、これまでとは異なる指導方法を導入する

と捉えるのではなく、児童・生徒に求められる資

、 、 、質 能力を育むために 児童・生徒や学校の実態

指導の内容に応じて行うことが重要であるとされ

ております。むつ市教育研修センターで開催して

いる教職員等を対象とした講座では、そうした授

業改善に生かすための講義、演習も行っておりま

す。

、 、なお 議員ご指摘の教員の増員につきましては

県教育委員会への要望を今後も続けてまいりたい

と考えております。

また、地域人材への活用などの柔軟な対応につ

きましては、他自治体の動向も注視しながら、研

究を進めてまいります。

教育委員会といたしましては、児童・生徒一人

一人の学びを大切にしたきめ細かな指導がなされ

るように指導助言するとともに、各校に対する支

援を強化してまいりたいと考えております。



- 74 -

次に、ご質問の５点目、キッズウイークを導入

することによる影響と基本的な考え方について所

見を伺うについてお答えします。キッズウイーク

を導入することにより、教育環境に影響があるの

ではないかとのご質問ですが、現時点では文部科

学省等から公式な通知はなく、具体的な対応は不

透明な部分が多いのですが、仮に来年度から実施

することになりますと、各学校が次年度の授業計

画策定に取りかかる12月までには具体的な制度の

公表が望まれます。

また、キッズウイークは地域ごとに時期をずら

して設定することとなっているため、時期によっ

ては学校行事に影響が出る場合も考えられます

し、小学校、中学校では設定しやすい時期も異な

ってくるものと考えられます。これらのことにも

配慮をした形での制度設計が求められます。

さらには、長期休業中は教職員の資質向上のた

めに各種研修会が開催されておりますので、そち

らの日程等との調整も必要になるものと考えてお

ります。

いずれにいたしましても、キッズウイークの創

設の趣旨は、大人と子供が向き合う時間を確保す

ることであり、学校だけが休業日を変えても、そ

れだけでは意味がなく、大人も一緒に休めるよう

な環境が求められております。

このようなことから、導入に当たっては、各学

校の意見や地域の実情などを十分把握しながら、

慎重に検討していかなければならないものと考え

ておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

〇議長（浅利竹二郎） 18番。

〇18番（斉藤孝昭） まず、住登外課税について何

点か質疑をさせていただきます。

まずは、この制度に気がついたのは、壇上で市

長も答えていましたが、前の定例会の山本議員の

質問を聞いていて、なるほどというふうなことで

気がつきまして、こういう話をさせていただきま

した。ただ、そもそもこういう制度があるという

のは、ほとんど知る人がいなくて、やはり制度が

あるということを住民の皆さんにもお知らせすべ

きだというふうに私は思います。

どういう形でお知らせすればいいのかというふ

うなこともさまざま方法はあるかもわかりません

が、まずは住民登録外課税という制度があると壇

上で言いましたが、ここに住んでいるというふう

な印を何かの形であらわすというふうなことを考

えると、やっぱり納税してもらうというふうなこ

との方法がいいのかなというふうに思っていま

す。住民税だけですから、その他の税にはほとん

ど影響がありませんので、そういう細かいところ

も含めた住民に対する説明、または広報が必要と

思いますが、そういうところはどういうふうに考

えるでしょうか。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

この住登外課税ということで考えていきます

と、この対象者は恐らく転勤をしてこちらで働い

ている人というのがまずは多いようなイメージで

あります。市全体への広報というものも、これも

当然必要で、これから考えていかなければいけな

、 、いと思いますが 先ほど答弁の中であったとおり

課税資料を提出していただいているようなそうし

た会社、特に大きい会社、あるいは転勤が多いと

思われるような会社に対しては、しっかりこれか

ら説明していく必要があると思いますし、そうい

った中でご協力してくれる方々が多くなることに

私としては期待をしております。

〇議長（浅利竹二郎） 18番。

〇18番（斉藤孝昭） ということは、この住登外課

税は財政にとって有効だというふうに考えている

ということでよろしいのでしょうか。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） はい、そのように考えてお
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ります。

〇議長（浅利竹二郎） 18番。

〇18番（斉藤孝昭） 教育委員会に再質問させてい

ただきます。

まずは、教師の皆さんの長時間労働の対策とい

うことで、昨日もいろんなやりとりをされていま

すので、そんなに踏み込んだ話はする必要がない

とは思いましたが、よくよく考えると、やっぱり

長時間労働になっているという原因が何なのかと

いうことを、なぜか部活動の顧問になることが負

荷になっているというふうなやりとりにやってい

るように私はきのう感じました。

そこで、法的にというふうなことをお聞きしま

すが、まずは学校現場の勤務時間管理、労働法制

上は学校長とか教育委員会に求められる責務とい

うふうになっていますが、そのところはどのよう

にお考えなのでしょうか。

〇議長（浅利竹二郎） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 教員に対しては、時間外労

働は原則４項目を除いて認められていないという

ことであります。４項目と申しますのは、今正確

にはあれですけれども、例えば修学旅行へ行くと

か、そういった校外に出るときとかさまざまなこ

とがありますが、その４項目以外は認められてい

ない。すなわち部活動などで時間外労働をすると

いうのは認められていないというような状況であ

ります。

以上でございます。

〇議長（浅利竹二郎） 18番。

〇18番（斉藤孝昭） やっぱり教育行政というか、

学校現場になると、その時間外に対する指示命令

という仕組みがないので、自主的にそういう活動

になってしまうと。ということは、長時間の労働

を提供する人とそうでない人がきっといるだろう

というふうに私は思っています。均等にならして

そういうふうになっているわけではないだろうな

と。それはなぜかというと、上長からの指示も命

令もないからです。ということは、そういう考え

方も改善することによって時間外が長時間にわた

らないことになるのではないかというふうなこと

も考えるわけです。

そこで、労働基準法第32条には学校の教職員も

労働時間に関する規制が適用されていまして、先

ほど言った上司からの時間外の命令またはその上

司になる者に時間外をさせる教職員の管理を行う

。 、責務があるというふうになります ということは

簡単に言いますと、上長が時間外を指示するとい

う仕組みがない限り、これは労働基準法違反、ま

たはその働いている人たちはそれをよくわからず

自主的に時間外をしているというふうなことにな

ります。

なぜそういうふうになってしまっているのかと

いうふうなことをちょっと調べましたら、教職員

の給料体系にあるのだなというふうなことをきの

。 、うちょっと思いました どういうことかというと

学校教職員の給料体系には、教職調整額というの

が給料の一律に４％を乗じて支給されています。

これは何かというと、時間外の規制がないことを

給料で手当てをしていると。ということは、時間

外をやってもやらなくても給料の４％は支給され

る。つまり、もらっているのだから働かないとだ

めなのだというふうな間違った考えが現場にある

のではないかというふうに私は思っていますが、

そういうところは教育委員会の見解はどうでしょ

う。

〇議長（浅利竹二郎） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 教職調整手当４％、これは

今議員おっしゃるとおり、時間外勤務を支給しな

いと。そのかわり、教員の時間というのは非常に

いろいろ複雑な形になっているので、何時から何

時までというふうなことが、なかなか管理するの

が難しいということから、一律にその教職調整手
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当で手当てしているということでございます。現

在国等では、これではなくて時間外をきちんと出

したらどうかといったような議論もあるようであ

りますが、それをしますと、現在の４％での予算

の何十倍といいますか、かなりの規模でかかると

いうことから、そういう議論も立ち消えになって

いるのかなというふうに思っています。

以上です。

〇議長（浅利竹二郎） 18番。

〇18番（斉藤孝昭） そういうことも含めて、やっ

ぱり現場の教職員の皆さんの意識改革をしていく

べきだろうと。献身的に業務に携わろうという意

。 、思は十分わかっています 当然人が相手ですので

時間に制限されて、はい、これで終わりというふ

うにいかないのも十分わかっています。それを先

生方が一生懸命指導したり対応することが、今の

その長時間労働というふうな話になっていると思

います。

一方で、時間外がふえている理由の中に、教育

長も言っていましたけれども、事務の効率化を進

めるのだというふうなことを言っていました。私

は、部活動を外部に任せるとか、時間を制限する

とか、休養日を設けるというのも一つの方法かも

しれませんが、その前にやることは、やはり事務

の効率化、または先生方の意識、考え方を少し変

えてもらうということをやっていくべきだという

ふうに思っているのです。国は国の指示でこんな

ことをしてくださいということはあったとして

も、やはりここの地域に見合った考え方、方法も

当然必要であって、それを教育委員会が主導して

やっていかなければ、これいつまでたっても直ら

ないのではないかというふうに私は思っていま

。 、 。す 教育長は どのように思っているでしょうか

〇議長（浅利竹二郎） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 議員おっしゃるように、こ

の多忙化の原因というのは本当に１つではなく

て、さまざまなことが話されているということで

ありますので、先ほどは部活動指導ではないので

はないかというふうなお話もありましたけれど

も、これは先生方にアンケートをとると、部活動

が一番負担になっているというふうなことが出て

いるので、そこをクローズアップして対応しよう

というふうにしているわけであります。そのほか

に事務の効率化であるとか意識の改革であるとか

といったようなことについて、今ご指摘を受けた

ことについて真摯に受けとめ、対応を検討してい

きたいというふうに思います。

以上でございます。

〇議長（浅利竹二郎） 18番。

〇18番（斉藤孝昭） ぜひ現場の人、またはそれを

管轄する教育委員会の皆さんでいろんなやりとり

をしてほしいなというふうに思います。国・県か

らの指示だけが正解でなくて、やっぱり現場が一

番ですから、そのことのやりとりをどこかの場面

でやっていくべきだと、やり続けてほしいなと。

それできっと道が開けることになると思いますの

で、ぜひお願いしたいと思います。

２点目の小学校の運動部活動のあり方について

再質問させていただきます。まずは、こんなこと

が数日前にありました。部活動がなくなるのは世

の常で仕方がないけれども、スポーツ少年団を立

ち上げるための方法を教えてくれというふうな問

い合わせをしてきた人がいらっしゃいます。保護

者の方でもやってあげたいなとか、保護者の方で

なくても、地域の方で、それだったら時間がある

のでやってもいいぞという方がいらっしゃったと

しても、その立ち上げの方法がわからない。きの

うもありましたが、これからはスポーツ少年団ま

たは地域スポーツクラブの指導者に当たる人はあ

る程度の資格を持ちましょうということで、各ス

ポーツ団体で指導者講習を頻繁にやるように今な

っています。その指導者の資格または講習を受け
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るための補助をしているという話も、きのう初め

て聞きました。ということも含めて、やっぱり行

政が何とかしていかないとだめだなと。つまりそ

ういう制度があるということをコマーシャルして

いない、またはその立ち上げのためのノウハウを

説明する場所もつくっていないということになる

と、やはりやりたい人がいてもやれないというこ

とも考えられますので、今後でもいいですが、そ

ういう機会を行政がつくってあげたほうがいいの

ではないかというふうに思っています。

たまたま担当部署が市民スポーツ課というとこ

ろがありますので、当然そういう取り組みもやっ

ていくとは思いますが、今この話を聞いてどうい

うふうに思っているのか、もし所見がありました

らお願いします。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 小学校部活動のスポーツ少

年団への移行ということについてでありますが、

きのうも少し議論させていただきました。まずこ

の問題ですけれども、これまで部活動が学校主体

で行われてきたということを考えていきますと、

まずは学校が責任を持ってこれに対応する、移行

、 。ということです 対応するということが必要です

ただ、部活動そのものが学校単位で運営ができな

くなっているというようなことが現状ですから、

個別の学校にこれをただ単にやってくれと言って

も限界があります。ですから、教育委員会が主導

して、責任を持って実行すべきということは自明

のことだと認識しております。各校がばらばらで

これに対応しようとしても、そんなことはできる

わけがないのです。これは、もう部活動ができな

くなっているという現状から見ても明らかです。

そして、最終的には、これスポーツ少年団とし

て地域で経営していくということを考えていけ

ば、こうした移行に関して全面的に市担当部局と

して協力をすると、円滑な移行を実現するという

ことは地域としての責任としてあるのだというふ

うに思っています。

問題なのは、今どういう状況かというと、これ

が非常に宙ぶらりんになっていまして、学校とか

教育委員会とか市がそれぞれ責任の押しつけ合い

というか、そういうような状況になっていないか

ということなのです。そのことが今、斉藤議員か

らの、最近こんな話があったということに凝縮さ

れているような気がいたします。ですから、そう

した親御さん方、あるいはスポーツをしたいとい

うお子様方のそういうような、あるいは地域の願

いを実現するためには、やはりこれ一丸となって

やる必要があります。ただ、そのやり方というこ

とについては、まずは部内で検討会ということを

開催させていただいて、その後地域を巻き込んだ

形で、これが議論できるような土壌をぜひつくっ

ていきたいというふうに思っています。

我々は 「こどもは地域のたからもの」という、

キーワードのもとで、子供たちの未来を育む教育

を市挙げて取り組んでいるところであります。子

供たちとその時間が無駄になるようなことがあっ

てはならないということが私の認識でありますの

で、体育協会あるいは各競技団体、民間のご協力

もいただきながら、しっかりとした形で移行でき

るように今後検討を進めていきたいと、このよう

に考えております。

〇議長（浅利竹二郎） 18番。

〇18番（斉藤孝昭） 市長が今おっしゃったとおり

だと思います。縦、横、斜め、みんなのところが

つながって前に進むということが必要なのは十分

そのとおりだと思いますが、ただ主導するところ

がどこなのかというのがはっきりしていないので

す。一方では教育委員会、一方では市民スポーツ

課、一方では学校みたいなことに今なっているの

です。なので、誰がどうしたらいいのかがわから

なくて、自主的にやっているところは、もともと
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スポーツ少年団と兼用しているところはうまくス

ライドしていると思いますが、そうでなかったと

ころは、それができていないというところがあり

まして、行き場のない子供が出る可能性があると

いうのは壇上で申し上げたとおりであります。

なので、誰が、どこででなくて、行政のどこの

部署が主導するのかというところにポイントがあ

ると思います。私は、学校教育の中ではないと、

小学校の部活動は任意だというふうなことは言っ

たものの、やはり教育委員会が主導していかない

と、これはなかなか解決できない問題になるので

はないかなというふうに思っています。変わると

きは、やっぱり産みの苦しみといいまして、いろ

んな問題が発生して、なかなか前に進まなかった

り苦労する場面が多いかもわかりませんが、やは

りこれをこなさないと絶対前に進みませんので、

主導するところがどこなのかというところを決め

ておくべきだというふうに思いますが、いかがで

しょうか。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

それもこれからの部内の議論で正式に決定をす

るということだと思っておりますが、私が先ほど

答弁したとおり、やはり移行期、移行するまでは

教育委員会、移行した後は市が。ただ、お互いに

しっかり協力しなければいけないと思います。移

行するまでも市の施設を使って、あるいは体育館

というのは新しくできますから、これを使ってど

のような形でやっていくのかということをしっか

りやっていかなければいけない。

また、移行後であっても学校の施設を使う、あ

るいは学校を通じて連絡をするというようなこと

もありますから、これは学校の、あるいは教育委

員会の協力も必要であると思います。そうした形

の絵姿を今描いておりますけれども、ただこれは

しっかりとした部内での議論、そして関係者との

協議の中で決めていくことだと思っておりますの

で、そのように認識をしていただきたいと存じま

す。

〇議長（浅利竹二郎） 18番。

〇18番（斉藤孝昭） ぜひそういうふうにお願いし

ます。

時間が少なくなってきているので、３番目の中

学校の運動部活動について、ちょっと何点かお聞

きしたいと思います。

まずは、私が中学生のころ、陸上部の顧問の先

生に憧れて教員になりたいと思った時期がありま

した。多分今もそういうふうに思っている中学生

がいると思います。なぜかというと、学校教育の

中で今50歳過ぎて思い出せるのは、やはり部活動

で活動した時期の楽しい思い出が多いと思いま

す。いまだにおつき合いしている方々も、やっぱ

り一緒に部活動をやっていた人が今でも仲よくお

つき合いをさせていただいているということを考

えると、中学校の部活動というのは非常に大事だ

なというふうに私は思っています。

なので、長時間労働を解消するためにというこ

とで、指導者を外部からというふうな制度はつく

っていただいたものの、それを積極的に導入しな

いと教育長には言っていただきましたが、私は学

校の先生方がいろんな調整をしながら、部活動の

顧問として人材育成、または生徒の将来のために

いろんなことを教えていくということに部活動を

利用する、使うということをぜひやってほしいな

というふうに思っているのです。それがいいのか

悪いのかは、それぞれの考え方があるかもわかり

ませんが、先ほど言ったように、私は中学校の部

活動というのは、非常に大事なものだというふう

に考えていますので、簡単に時間外削減のために

外部にというふうなことにならないように、ぜひ

いろんな検討をしてほしいというふうに思ってい

ますが、どうでしょうか。
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〇議長（浅利竹二郎） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 今お話をいただいている部

活動指導員の制度化されるということですが、こ

れされた後どういう形になるのかというのをちょ

っとお話をさせていただきたいと思うのですが、

まず部活動指導員が学校に配置されました。そう

しますと、その指導員が部活動の顧問となる。し

、 、かし 顧問は１人で学校との連携が必要ですから

担当教諭を置きなさいということで、担当教諭と

その指導員が両方で指導していくということにな

ります。それがケース１の場合であります。

それから、もう一つの場合は、部活動指導員と

これまでやっていた先生が両方顧問になると。両

方協力してやっていくというふうなことでありま

す。そしてまた、部活動指導員の任用の制度がで

きたとはいえ、これを全国的に例えばむつ市の中

で大勢の指導員を雇って学校の中で活躍してもら

うというのは、恐らく人的なことからいって難し

いだろうというふうに私は捉えています。したが

って、今言った２つの方法のほかに、従来どおり

学校の先生が顧問をするというような形のほう

が、これは多いのだろうなというふうには思って

います。

ただ、これまで、現在外部指導員をお願いして

コーチとして来てもらっているわけですが、それ

はボランティアで来てもらっているわけです。そ

の人たちに報酬を払うことができるようになるか

もしれないというのがこの制度のいいところかな

というか、期待するとすれば、そこなのかなとい

うふうには思っています。

以上でございます。

〇議長（浅利竹二郎） 斉藤議員、間もなく約束の

時間ですので、ご協力願います。

〇18番（斉藤孝昭） 最後になります。部活動と学

力の関係ということで最後お聞きしますが、リア

ルタイムなのですけれども、さきの学力テストの

結果を踏まえて、文部科学省で部活動と学力テス

トの結果の関係を公表しています。どういうこと

かというと、今回行われた全国学力テストに伴う

中３の質問事項で、部活動と正答率の関係につい

て調査しました。その結果、部活動を平日１日当

たり１時間以上２時間未満の中学生の正答率が最

も高かったと。２番目は、２時間以上３時間未満

の中学生。それは、１時間以上２時間未満の子の

大体2.4ポイントぐらい低かっただけで、何を言

いたいかというと、部活動をやっている中学生の

学力が向上しているということが言えると思いま

す。最も注目したいのは、部活動を全然していな

い中学生の正答率がすごく低かったという結果を

。 、文部科学省が出しました ということを考えると

やはり中学校の部活動というのは非常に重要だな

というふうに思いますので、今後もどういうふう

な形に進んでいくのかわかりませんが、大事な部

活動、将来の子供たちが大人になるための第一歩

ということを考えると、重要度が高いというふう

に思っていますので、いろんなことを模索しなが

ら、ぜひ頑張ってほしいなというふうに中学校の

。 、先生には言いたいと思います このことについて

もし所見がありましたらお願いします。

〇議長（浅利竹二郎） 約束の時間がもう直前にな

っていますので、簡潔にお願いします。教育長。

〇教育長（遠島 進） 今お話しいただいたことに

つきましては、全く同感でございます。今のお話

は、中学校３年生の例ということですけれども、

私は高校に勤めていましたが、高校生でもやはり

部活動、運動、スポーツをやっていた子供のほう

が進路も立派な進路を達成して、部活動で鍛えた

協調性であるとか、頑張りの力であるとか、集中

力であるとか、そういうことを使って進路を達成

していっているという状況がありますので、今議

員おっしゃったことと全く同様に考えておりま

す。
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以上でございます。

〇議長（浅利竹二郎） これで、斉藤孝昭議員の質

問を終わります。

ここで、昼食のため午後１時まで休憩いたしま

す。

午前１１時５５分 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（浅利竹二郎） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

◎東 健而議員

〇議長（浅利竹二郎） 次は、東健而議員の登壇を

求めます。10番東健而議員。

（10番 東 健而議員登壇）

〇10番（東 健而） 市誠クラブの東健而でありま

す。退院後の一般質問も２回目となりました。む

つ市議会第233回定例会に当たり、１項目の一般

質問を行います。

今定例会は、まことに僣越と思いましたが、大

型予算の投入で、市長の財政の現状認識について

問いただす必要があると考えました。同時に、現

在の行財政運営について、議員の責務とあるべき

姿、果たすべき役割とは何か、いろいろと考慮せ

ざるを得ない問題が多々浮上しています。

行政と議会は車の両輪であります。同調するこ

とも必要ですが、時には毅然とした態度を示さね

ばなりません。私は、今回は苦言と批判を承知の

うえで、現在当市の行財政需要が多くの市民の目

にどのように映っているかという観点から質問さ

せていただきます。

それでは、体育館建設が市財政に与える影響に

ついて伺います。市民期待の体育館建設に当たっ

て、少々その期待する高揚感を逆なでするような

ご質問になるかと思いますが、ご容赦いただきた

いと思います。

夢のような体育館建設は、誰しも期待し、待望

するものであります。私も財政が許し、市の台所

が将来にわたって不安なく回転してくれるなら大

賛成であります。しかし、人口減少と税収が減り

続けている中で、市財政の硬直化が進み、また一

般財源も縮小の途にあります。

私は、体育館建設に合併特例債を充当するとし

た計画には、その時点から何かすっきりしない感

触を抱いていました。さらに、最近の説明では６

億円という大幅な増額が示されました。これは、

特例債の枠を飛び越えた大きな出費であり、大変

な課題であります。このことから、これまた将来

にわたってこの体育館に要する運転資金、すなわ

ち維持管理費用の確保が一層の重圧となります。

増加する借金が市民に過度の負担を強いることと

なり、非常に心配されます。

先進事例の夕張市の場合は、当初の行政チェッ

ク機関である議会のブレーキ不足が問題となり、

議会が全く機能していなかったと、結果として市

民は大変悔やんでおりました。行政と歩調を合わ

せていけば問題なしと思っていた議員の多くは、

きょうも批判の矢面に立たされています。

今回私は、批判を承知のうえで、懸念される財

政問題についてお尋ねいたします。現況と、体育

館が完成した後の財政状況を、以下、数項目にわ

たってお聞きしますので、市民にわかりやすいご

説明になるようお願いいたします。

まず１点目であります。費用対効果の試算につ

いてお伺いいたします。市民からの行財政需要が

高まる中、この大型予算の投入が市民が多目的に

本当に利用することになるものか、相当背伸びが

感じられるような計画であるように感じられてな

りません。平成28年３月の新体育館基本構想・基

本計画のご説明では、相当すばらしい構想が示さ

れていました。私は、同年６月定例会で、この計
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画にはどのくらいの資金が必要か、財政問題で質

問したことがありました。その際に財務部長は、

特例債の充当は38億円とのご答弁であったと記憶

していますが、本年の７月27日、議員の説明会で

は、当初予算が合併特例債から39億円、そのほか

に６億円が追加され、総工費も45億円に膨れ上が

っていました。よいものをつくるのには、資金が

かかります。建設資金の押し上げもいいですが、

まず市民に市財政の基盤をしっかりとご説明した

うえでの建設となるべきではないでしょうか。

行財政運営の厳しさで税金の値上げ、利用料、

手数料、使用料、入浴料、ごみ袋、水道料金など

が値上げされ、市民負担の増加が余儀なくされて

います。また、指定管理者制度の資金の減額、職

員の報酬カットがなされている中で、大規模な箱

物建設にはさらなる市民負担の高騰を招くことに

ならないか、大変心配であります。建設の必要性

、 、 、については 理解しますが 旧町村部の市民には

利用される度合いが少ないのに、そのために４市

町村で利用されるべき合併特例債がなぜ使われる

のか疑問に感じられてなりません。このことは、

多くの市民も同様の考えであろうと思います。

さらに、計画の内容を見ると、使用頻度の低い

設備もあるような気がし、本当に市民のための施

設整備かと思うものまであります。また、公式大

会ができる規模の体育館にすると言っています

が、何でもこなせる体育館にするには限度があり

ます。これから子供たちが少なくなり、お年寄り

が多くなっていきます。人口減少が加速、財源が

先細る中で、市民がこのような多彩な設備を望み

体育館を本当に利用するのだろうか。厳格に考え

れば、これが市民目線ではないでしょうか。今後

の市財政状況はますます窮屈になり、後顧の憂い

を来さないか、大変不安を覚えるのは私ばかりで

はないと思います。基本構想で示された体育館完

成後の年間の利用者数や維持管理費用を考慮した

費用対効果の試算はなされているのでしょうか、

まずお聞きしたいと思います。

２点目であります。合併協定の合併特例債の認

識及び合併特例債使用後の返済方法についてであ

ります。合併協定書の中に合併特例債は合併した

４市町村の均衡ある郷土の発展のために利用する

ことを目的とするという大義がありました。当初

合併協定書には、持ち寄った公債費の額が多額に

なるので、協議に協議を重ねた結果、５年間財源

の支出を抑え、節約し、特例債が利用できる範囲

の69億円の資金を衰退が加速する旧町村部のため

に利用すると書かれています。特例債は、合併後

10年で終わりでしたが、当時の片山総務大臣が５

年間の延長を決められたということも一昨年の質

問で取り上げました。それで、体育館建設に率の

いい特例債を利用することにしたのだと思います

が、これは渡りに船で、合併特例債の使用がなけ

れば、このような大規模な体育館建設はできなか

ったものであります。

現在財政需要が増す中、過日道の駅建設の延期

の説明があり、住民からの要望である旧町村部の

行政需要も繰り延べや延期が多くなっていること

も事実であります。川内地区では、地区の内外か

ら利用されて多彩なコミュニケーションが図ら

れ、大勢の人たちが集まるふれあい温泉のポンプ

が故障し、また外壁などの破損が修理もされずそ

のままにされています。旧町村部の市民からは、

旧市部だけに潤沢に大型資金を投入して、旧町村

部は置き去りにされているとの苦言が出てきてい

ます。合併特例債は、旧４市町村の格差是正や均

衡ある郷土の発展、地域振興が悲願だったはずで

あります。合併特例債はこのような名目のもとに

起債できる地方債であるということはご存じのこ

とだと思いますが、活力がなくなり衰退している

旧町村部にもどうかご留意いただきたいと思いま

す。
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財政状況が刻々と変化する中、旧町村部の市民

は市財政が圧迫されているのではないかと非常に

心配しています。また、合併特例債の利用は便利

でも、あくまで借金だということであります。公

債費の額が膨れ上がります。合併特例債の利用及

びその返済方法を市長はどのように考えているの

か。さらに、合併協定書も継続しています。市長

はどのようなご認識をお持ちでしょうか、お伺い

いたします。

３点目であります。普通交付税に係る合併特例

加算の段階的削減の影響と不足財源についてであ

ります。2015年から2020年までに段階的に８億

3,000万円の普通交付税特例加算が削減されてい

くことも過去に述べてきましたので、ご承知のこ

とと思います。体育館建設に当たって、これを加

味しての財政措置をされたのかどうか、加えて合

併特例債はまだ100億円残っています。しかし、

現段階ではこれ以上使えないということをご存じ

だと思いますが、追加になった不足財源の６億円

をどこに求めるつもりでしょうか。

４点目、基礎的財政収支の変化についてであり

ます。市長は、平成27年の３月定例会の施政方針

の中で、財政状況について経常収支比率を初めと

した各財政指標は芳しくないと述べ、極めて硬直

性の高い脆弱な構造が続いていると申しておりま

した。それが今なお持続しているとお考えのこと

と思います。脆弱な構造と感じたこの詳細の根拠

を示していただきたいと思います。

さらに、必要とされる当市の政策的経費を建設

年次のいかなる税収等でどれだけ賄えるか、財政

のバランスを示す指標を示していただきたいと思

います。

また、今年度の当市の基礎的財政収支の状況は

どのように変化しているか、改めてお伺いいたし

ます。

５点目であります。合併特例債充当後の財政力

指数の変化についてお伺いいたします。自治体の

財政状況を考える目安として、一般会計の４指標

とは別に実質収支比率、経常収支比率、公債費負

担比率、財政力指数について考える必要がありま

す。この中の財政力指数に私がこだわるのには、

わけがあります。この指数が１に近いほど、健全

な財政運営をあらわすと言われています。

一昨年の青森県が示した市町村別の財政力指数

ランキングでは、当市の財政力指数は0.376と発

表されていました。ことしには、６月定例会時点

では、その財政力指数ランキングでは0.38になっ

ていました。パーセントであらわせば、財源の多

くは毎年行き場が決まっていて、行財政に対応で

きる財源は約38％しかないということでありま

す。この数字は、少々改善がなされたと思ってい

ましたが、私の思い込みだったようであります。

そこで、体育館建設に合併特例債を充当した場

合に財政力指数はどのように変化するのか、お示

しいただきたいと思います。

６点目であります。健全化判断比率についてお

伺いいたします。これは、早期健全化基準という

ものであります。財政再生団体に転落しないため

の取り組みとしては、実質赤字比率、連結実質赤

字比率、実質公債費比率、将来負担比率はどのよ

うになっているかがポイントになります。申すま

でもなく財政の状態がこの数値以上になれば、財

政再生団体になるわけでありますが、市財政の現

状と体育館建設後の健全化判断比率の見通しにつ

いて公表していただきたいと思います。

次に、７点目であります。大型化をやめ、分相

応の体育館建設に戻すべきではないかということ

。 、であります 指定管理者制度で運営した場合でも

施設をもてあますときがやってまいります。いず

れは、その資金の調達さえ危ぶまれるときが来る

のではないかと心配されます。将来を見据えた対

応を考えるべきと思います。すなわち人口増加、
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経済の右肩上がりの時代とは違う最適化の追求と

いう原則のもと、見直しにも踏み込みながら、こ

れからは何かを削減する議論が大切になるときが

参ります。行政には限界があるということを市民

。 、とともに共有する必要があります 老婆心ながら

体育館の建設はこれまで使用していた体育館のよ

うな分相応の小規模なものにするべきではないか

と思いますが、いかがでしょうか。

８点目、将来負担と将来像についてお伺いいた

します。繰り返しますが、７月27日、体育館建設

についての議員への説明会が開かれ、私は維持管

理費について伺い、そのご説明では照明をＬＥＤ

化するので、約5,000万円ほどになるとのご説明

がありました。例えば隣のウェルネスパークの維

持管理費は約１億1,300万円でありますので、こ

れより設備の多彩な新体育館は、その維持管理費

はこれを下がらないような気がしています。

市のホームページには、市の人口統計がありま

す。それによると、合併当初６万7,500人いたも

のが、ことしの８月１日付で５万8,955人になっ

ていました。とうとう６万人を割り込み、世帯数

も２万9,221世帯となっています。この人口と世

帯の下がり続ける傾向は、今後も上がることはあ

りません。加えて、財源がどんどん先細っていく

中で、これからもまだまだ新たな行政需要や財政

需要がふえ続けていきます。それから生ずる債務

を今後の少子高齢化の時代に返済可能でしょう

か。私は、現在の借金を現在で処理し、負担を先

送りするべきではないと考えています。市長は、

このことについてどのようにお考えでしょうか。

また、むつ市の今後をどのように見ているかお尋

ねいたします。

私は過日、縮小日本「未来の年表」という雑誌

を読んでみました。この中には、2018年、有名大

学が潰れ始め、2020年には女性の２人に１人が

50歳になり、2027年には利用客の減少でコンビニ

が24時間営業をやめ、2030年には銀行も老人ホー

ムも地方から消える。我が国はいずれ人口が１億

人を割り込み、所得税が50％、消費税が40％にな

り、救急車を呼んでも来なくなることが書かれて

います。当市も少子高齢化の進展、人口減少が加

速、子供がいなくなり教育の消滅、団塊の世代の

老齢化、税収減が顕著になり、行財政の大規模な

、 、 、改革 縮小が迫られる中 限界集落の地方は消え

そこに根づいてきた多彩なねぶた、盆踊り、祭り

や神楽などの文化が消滅します。また、10年後に

は急激な空き家の増加、上水道と下水道の利用が

大幅に減り、企業局の経営も料金の減収で相当苦

しくなることが想定されます。また、維持管理費

節約のため、指定管理者制度や臨時職員の補填が

なくなり、除雪や道路補修、庁舎内の掃除なども

夕張市のように職員がやらなければならなくなり

ます。誰が体育館を利用するのか、維持管理費用

、 。は誰が負担するのか 運営は相当苦しくなります

、 、 。市長は 若いですので まだまだ先があります

むつ市の長期にわたった将来像を考え、現実を見

据えた行財政運営をしていただきたいと思います

、 。が 市長はどのようなご見解をお持ちでしょうか

それをお伺いし、壇上からの一般質問といたしま

す。ありがとうございました。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 東議員のご質問にお答えい

たします。

新体育館建設が市財政に与える影響についての

ご質問の１点目、費用対効果の試算について及び

ご質問の７点目、大型化をやめ、これにふさわし

い体育館建設に戻すべきではないかということに

ついては、関連がありますので、一括してお答え

いたします。

新体育館は、むつ市総合経営計画においてスポ

ーツ活動の充実を図るため、平成32年度の供用開
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始を目指すこととしており、現在建設に向けて取

り組んでいるところであります。

ご質問の費用対効果の試算についてであります

が、公共事業の妥当性を評価するため、国土交通

省で定める費用対効果分析手法マニュアルに基づ

き、新体育館建設に係る費用対効果を試算してお

ります。これは、建設事業費や維持管理費等の事

業に要する費用の総計に対する事業から発生した

便益となる健康増進やレクリエーションの場の提

供等、直接的に利用することによって生じる直接

利用価値と、防災機能の向上等によって生じる間

接利用価値の総計の比率で、その値が１以上であ

れば、その事業は妥当なものと評価される指標で

あり、新体育館の場合は期間を50年間として算出

しております。

その分析結果でありますが、費用対効果の指標

は1.84と算出され、地域貢献度が高く、有益な事

業であると評価をされております。

次に、大型化はやめ、これにふさわしい体育館

にするべきではないかについてでありますが、新

体育館は市民ニーズ、利用者ニーズをもとに策定

した基本構想、基本計画の理念を踏まえ、日常的

な市民スポーツ拠点から国体規模の大会開催まで

可能な子供から高齢者まで、ビギナーからアスリ

ートまで幅広く利用できる多機能、多目的な空間

として設計しており、防災施設機能を併設した市

民の皆様の求める総合アリーナとして、将来にわ

たってふさわしい規模であると認識しております

し、財政的にも長期的に許容し得る水準での建設

となりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

その他の質問につきましては、担当部長からの

答弁とさせていただきます。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

〇財務部長（氏家 剛） 新体育館建設が市財政に

与える影響についてのご質問の２点目、合併協定

の合併特例債の認識及び合併特例債使用後の返済

方法についてでありますが、合併特例債につきま

、 、しては 新市の一体性の速やかな確立を図るため

また均衡ある発展に資する公共施設の整備事業に

充当するという基本的な考え方に基づき活用して

おります。

、 、 、発行期限は 平成31年度まで 充当率が95％で

元利償還金の70％が基準財政需要額に算入される

財政的にメリットの大きい起債ではありますもの

の、大規模事業の実施に伴う借入額や後年度の負

担、返済方法等につきましては、普通建設事業費

の抑制など年度間の調整を行い、財政運営への影

響を最小限に抑えてまいりたいと考えておりま

す。

なお、川内、大畑及び脇野沢地区に係る公共施

設につきましては、各地区ともに過疎地域に指定

されておりますことから、充当率が100％、元利

償還金の70％が基準財政需要額に算入され、合併

特例債以上にメリットが大きい過疎対策事業債を

財源として整備を進めてまいりたいと考えており

ます。

次に、ご質問の３点目、普通交付税に係る合併

特例加算の段階的削減の影響と不足財源について

でありますが、普通交付税は今年度の交付決定額

約93億1,800万円に対しまして、合併特例加算の

段階的削減後の平成32年度では、約88億200万円

と見込んでおり、５億1,600万円の減額が予想さ

れますことから、今後の財政運営に及ぼす影響は

大きいものと考えております。

また、体育館建設に伴い合併特例債の元利償還

金や施設の維持管理費等、これらの支出の増加に

より、各年度の収支に一定の影響が及びますもの

の、財政中期見通しにおける財政シミュレーショ

ンでは、財源対策の着実な実行により健全な財政

運営が可能であると認識いたしております。

なお、体育館建設工事費の増額分につきまして

は、財源に社会資本整備総合交付金を活用するこ
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ととし、不足分を一部合併特例債で補う予定とし

ております。

次に、ご質問の４点目、基礎的財政収支の変化

についてでありますが、基礎的財政収支の均衡と

いう点で、毎年の政策的経費等が税収などの収入

で賄われているかということになりますと、当市

の場合、市債の借り入れを除いた歳入と借り入れ

の元利償還金を除いた歳出との比較となります

が、平成23年度以降は黒字を継続しており、過度

な借り入れに頼らず、行政運営がなされているも

のと受けとめております。

また、平成22年度以降、収支の黒字化が達成で

きている点からも、財政のバランスはとれつつあ

りますが、今後長年の懸案事項でありますむつ総

合病院に対する債務負担行為の履行や大畑診療所

の資金不足解消を計画的に進めるに当たり、財政

へ及ぼす影響を考慮する必要があるものと認識い

たしております。

次に、ご質問の５点目、合併特例債充当後の財

政力指数の変化についてでありますが、財政力指

数は基準財政需要額に対する基準財政収入額の割

合となりますので、体育館建設に伴う合併特例債

、 。の発行により 大きく変化することはありません

、 、しかしながら 平成28年度の財政力指数は0.38で

依然として自主財源の割合が乏しく、３カ年平均

の経常収支比率は95.8％と財政構造の弾力性に欠

けるなど、脆弱な財政構造が続いております。

次に、ご質問の６点目、健全化判断比率につい

てでありますが、実質赤字比率と連結実質赤字比

率につきましては、財政中期見通しでお示しして

おりますとおり、各種財源対策により収支の黒字

を確保するとしており、赤字は生じないものとな

っております。

また、体育館の建設に伴い実質公債費比率は

0.4ポイント、将来負担比率は８ポイント程度そ

れぞれ上昇するものと見込んでおります。平成

28年度の実質公債費比率は17.3％、将来負担比率

は174.3％であり、いずれも早期健全化基準を下

回っておりますが、建設後におきましても基準を

下回る比率を堅持できるものと試算しておりま

す。

次に、ご質問の８点目、将来負担と将来像につ

いてでありますが、将来世代に過度な負担となら

ないよう、経営的な観点から必要な財源の確保を

前提とした歳出や聖域のない徹底した歳出削減を

実施するほか、常に中長期的な展望に立って弾力

性のある財政体質への改善を図り、持続可能な財

政運営を目指してまいりたいと考えております。

いずれにいたしましても、財政の健全化を進め

ながら 「笑顔かがやく希望のまち むつ」の実、

現に向け、むつ市総合経営計画に基づくさまざま

な取り組みについて、ＰＤＣＡサイクルの運用に

よる検証、改善を加え、加速化してまいりたいと

考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じま

す。

〇議長（浅利竹二郎） 10番。

〇10番（東 健而） ただいまのご答弁、ところど

ころで、ううん、これはちょっとまずいのではな

いかなというふうなところもありましたけれど

も、そういうふうなものは、市長、一番最後に財

務部長が答えました将来像、これはぜひとも私は

市長に答弁していただきたいと思ったのですけれ

ども、財務部長が答弁なされました。もし市長が

これからの将来、私たちはいなくなるわけですけ

れども、ずっと将来、例えば市長をやっていたと

して、将来をどのように考えているのか。財政運

営についても、まだまだ苦しくなるということが

わかっているわけです。そこら辺を加味した市長

のご答弁、いかがでしょうか。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

質問いただいた中で、人口減少とそれに伴う社
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会のこれからのあり方ということで、縮小日本の

「未来の年表」というようなお話をいただきまし

た。先ほどのお話を聞いていると、非常に悲観的

な未来像を並べられていたかのように思うのです

が、私は決してそこまで将来を悲観することはな

いと、そこまでむしろ課題が見えているのであれ

ば、今からしっかり対策をとれば、それぞれのこ

とはしっかり解決できるであろうというふうに逆

に思いました。

そして、この財政の問題でありますけれども、

どの点をちょっと不安に思ったのかということ

は、具体的に言っていただければ解消させていた

だきますが、私自身というか、この市の中で重要

視している指標というのが財政健全化指標という

ものであります。その中には、将来負担比率と実

質公債費比率というものがありますけれども、将

来負担比率はいわゆる税収とか、あるいは普通交

付税に対する市債、債務負担行為の割合、実質公

債費比率というのは標準財政規模、これも同様に

税収とか普通交付税に占める地方債の元利償還金

、 。の割合ということであります 簡単に言えばです

この２つの指標を毎年しっかりチェックをしなが

ら財政運営をしていくことで、これは財政をこれ

以上悪化させることは私はないと思っています。

今のむつ市の財政の現状ということでいくと、

これ非常に硬直的で脆弱な構造だということでは

ありますが、過去のむつ市よりは圧倒的によくな

ってきているということは言えるわけです。もち

ろん昨年よりも改善しています。しかし、全国で

比べると低位にあるということは、正直申し上げ

て、今までの財政運営が今大きく影響していると

いうことであります。ですから、そうした過去の

ことをこうした反省を踏まえて、指標をしっかり

と監視監督しながら行財政運営を進めていくこと

で、市民の皆様にとって非常にすばらしいむつ市

になっていくのではないかなというふうに考えて

おりますので、そう悲観することもないのかなと

思っています。

〇議長（浅利竹二郎） 10番。

（ ） 、〇10番 東 健而 無理かと思いましたけれども

ご答弁ありがとうございました。

私が懸念していることは、昨日の大瀧議員と、

それからきょうの鎌田議員、それから斉藤議員の

３人が、相当人口減少に対する人手不足などを心

配しているわけであります。それがどのくらいの

程度でもって進んでいくかということが市長から

伝わってまいりませんでした。ですので、それを

ちょっと不安視していたのでありますけれども。

団塊の世代が大体10年から20年の間に物すごい

規模になるわけであります。その人たちを介護す

るとか支えるとか、そういうふうな人たちは、ど

こから用立て、と言えばちょっと失礼ですけれど

も、工面とか、やってくるのか。そこら辺を考え

た対応でないような気がいたしましたので、ちょ

っと心配したということを申し上げました。あと

の小さいところはよしとしたいと思います。

そして、財政問題の難しい面倒な質問に、よく

ここまで丁寧に調べたりしてお答えいただいたな

と思いました。本当にありがとうございました。

それから、ただいまのやりとりの中で、当市の

財政状況が今どのようになっているか、私とやり

とりした市民の皆さんも、少しでもご理解いただ

いたのではないかと思います。これで、質問はよ

しとしたいと思いましたが、ご答弁を聞いて、少

し気になることがございましたので、３点ばかり

質問させていただきます。３点一括して質問いた

しますので、ご答弁のほうをよろしくお願いいた

します。

まず１点目でありますが、特定財源についてで

あります。体育館建設の財源というのは、社会資

本整備総合交付金（防災・安全交付金）というよ

うなものだそうでありますが、これを活用し、残
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りの事業費は合併特例債を充てる計画とのご説明

がありますが、この特定財源の金額が６億円と考

。 、 、えていいのかどうか また この45億円の金額が

工事費が膨らむことがないのかどうか、まずとり

あえず１点目。

、 。２点目として 債務負担行為について伺います

行政の予算決算というのは、単年度が原則であり

ますが、現時点での当市の債務負担行為の残高は

どれくらいあるのか、その総額をお示しいただき

たいと思います。

次に３点目、人口減少が市財政に与える影響に

ついてでありますが、ここに基準日が７月31日の

当市の住民記録の人口世帯集計表があります。こ

れによると、現在田名部の人口は３万3,351人、

大湊は１万3,035人、川内地区は合併前は6,500人

いました。それが4,009人になっています。大畑

地区は6,972人、脇野沢地区は1,588人で、合計５

万8,955人になっています。たった12年で8,545人

が減少し、実に毎年約800人近くの人口が減少し

ています。まことに驚くべき数字と考えますが、

当市の人口はまだまだ激減していくことが考えら

れ、税収も比例し激減することがはっきりわかり

ます。市長は、この人口減少の状況をどのように

考えるかお伺いいたします。

、 。以上 ３点についてお答えをお願いいたします

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

まず、防災・安全交付金、特定財源として活用

を予定しておりますけれども、これは国の交付金

ということでありますので、現時点でこの交付額

についてはまだ示達というか、内示を受けており

ませんので、お示しすることはできない状況にあ

りますので、その点はご理解いただきたいと思い

ます。我々としては、申請額としては６億円以上

の申請をさせていただいております。

それから、続きまして、債務負担行為について

ですが、今後の負担が大きいものといたしまして

は、むつ総合病院に対する債務負担行為というこ

とでありますけれども、これ期間を平成34年度ま

でとしておりますが、平成28年度末時点で約29億

5,000万円となっております。これが我々の財政

を硬直させている最も大きな要因の一つであると

言ってもいいと思っております。

また、人口減少が市経済に与える影響というこ

とでありますけれども、実は昨年、人口ビジョン

ということで出させていただいた人口推計の中で

いきますと、2010年に６万1,000人いた当市の人

口でありますが、2060年には２万8,508名になる

というような推計があります。これを３万人とい

う市の存続人口であります、そういったところに

合わせるための対策として 「むつ市まち・ひと、

・しごと創生総合戦略」というものを出させてい

ただいております。ちなみに、旧川内町、今の川

内地区ということでいきますと 2010年に4,507人、

であった人口は、2060年には1,562人になるとい

うような推計もございます。この人口減少が与え

るインパクトというのは、非常に大きなものがあ

りまして、ご指摘のとおり労働力不足、あるいは

経済成長の停滞、公共交通機関の衰退、空き家空

き店舗の増加、税収減による行政サービスの低下

ということが懸念はされます。ただ、一方でそう

したことに対しては、経済学の中で有力な説とし

て、この人口減少の中でも労働生産性ですか、す

なわち１人当たりの労働者がつくり出すもの、付

加価値、これを増加させていけば経済の成長が維

持できるというような思想、発想、考え方もある

ようでございます。そうした中においては、今の

世界の潮流であります例えば第３次産業革命、第

４次産業革命、こういったものに我々の市として

も乗りおくれないようにしていかなければいけな

いですし、そうした構造転換に対応できるような

市内の行財政基盤、私たちも含めて民間の方々も
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含めて、そういったフィールドにむつ市をしてい

く必要があるのかというふうにも考えておりま

す。

この人口減少というのは、静かなる国家の脅威

というふうにも言われておりますけれども、その

中でもむつ市の労働生産性の向上を通じて経済成

長を達成し、持続可能な財政運営も私としては実

現していきたいと考えておりますので、ご理解を

賜りたいと存じます。

〇議長（浅利竹二郎） 10番。

〇10番（東 健而） ありがとうございました。た

だいまの質問に対する答弁を聞きまして、私だけ

が何かせっぱ詰まった感じを抱いていたというよ

うな感じを受けましたけれども、行政側からの答

弁では、財政は体育館建設についても許容できる

水準にあるというご答弁を耳にしましたので、こ

れでよしとしたいと思います。

今回の私の質問は、大変市長には横柄でぶしつ

けな質問になりました。まず、そのことをご容赦

いただきたいと思います。

また、体育館の建設は高台ではありません。住

民は何かあれば、高台に避難します。災害時の避

難所に指定され、避難が不便なことも相当気にな

る部分であります。災害は忘れたころにやってく

る。事故が起きれば 「まさかこんなはずではな、

かった 「想定外」では済まされないことであ」、

ります。まずは、財政の硬直化が進んで綱渡りの

状況であるという認識のもと、市長には先を見据

え、市民のことを心配し、市民の声に寄り添った

市民とともに歩む行財政運営を心がけていただく

ことを目指していただきたいと思います。それを

申し上げ、むつ市議会第233回定例会での一般質

問を終わりたいと思います。ありがとうございま

した。

〇議長（浅利竹二郎） これで、東健而議員の質問

を終わります。

ここで、午後１時55分まで暫時休憩します。

午後 １時４５分 休憩

午後 １時５５分 再開

〇議長（浅利竹二郎） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

◎村中徹也議員

〇議長（浅利竹二郎） 次は、村中徹也議員の登壇

を求めます。20番村中徹也議員。

（20番 村中徹也議員登壇）

〇20番（村中徹也） 皆さん、こんにちは。午後の

ひととき、いかがお過ごしでしょうか。これから

約１時間、私村中徹也の一般質問でお楽しみくだ

さい。

今回は、いい質問でありますので、前段を書い

てきましたけれども、全部省いて、すぐ質問に入

りたいと存じます。

まず、来年６月の市長選挙に関する５項目から

質問をいたします。市長、あなたは３年前、突然

政治の世界に身を投ずることになりました。とは

いえ、全くの政治素人ではありません。国政とい

う政治の中心の、為政者ではなく、そのサポート

役として重要な役割を果たし、ややもすれば為政

者をリードし、助言を促したり、より高度な能力

を有する立場ではなかったでしょうか。それは、

国家公務員１種採用ですから、当然と言えば当然

でしょう。

以前市長は、父である宮下順一郎氏から、その

エピソードとして生前に 「私に何かあったら、、

後は頼んだぞ」と言われたことを公表し、またそ

の際に 「むつ市民は家族だ。家族の幸せを一番、

に考えて行動しなさい」と言われたことも公表し

ておりました。

一言一言正鵠な記憶ではありませんが この 私、 「
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に何かあったら、後を頼んだぞ」こそが、市長、

あなたを政治の道に大きく動かしたのか。また、

大学時代から、私とたびたび会う機会がありまし

たが、会うたびに私を論破するディベート力の持

ち主で、かつリーダー的存在でありました。その

当時から、いつかは政治の世界へとの将来的夢が

あったのか、本当に父の急逝で純粋に突然政治家

になったのか、知るよしもございません。

ただ、今現在の立場からすると、今後長期的な

むつ市の展望を考えたときに、どのようなデッサ

ンを描いて、どのようなシミュレーションをすれ

ばいいのか、宮下市長、あなた抜きでは描けない

と感じております。

そこで、政治の世界にいる市長として、ご自身

の人生設計において、政治家としてこの世界で今

後どのようにご自身の進む道を描いているのか、

お聞かせをいただきたいと存じます。

、 、さて 地方紙やローカルニュースを見ていると

ひいき目なのか、むつ市の出来事やむつ市長の行

動を取り上げる頻度を多く感じております。もち

ろん統計をとっているわけでもありません。調査

をしたわけでもございません。しかし、あえてひ

いき目で言わせていただきますが、青森市長、弘

前市長に次ぐ露出度ではないでしょうか。

。 、その理由を私なりに考察してみました １つに

むつ湾フェリー赤字補填や国体経費のような問題

、 、には 信念に基づいての歯にきぬ着せぬ言い方で

核心を突く、１つに、相手が誰であろうと、むつ

市民の有益のためには一歩も引かない押しの強さ

と理論武装、１つに、国や関係者を巻き込んでの

斬新な発想による政策の遂行、何よりもあなたの

武器は、前市長宮下順一郎氏になかった若さと胆

力ではないでしょうか。このことがマスメディア

に歓迎をされているのではないでしょうか。

このことは、非常に高く評価をしなければいけ

ません。特に政治家は、目立つことであります。

目立たないことには物事が始まりません。目立た

。 、 、ない人は存在を示せない よって 人間関係にも

出来事にも何の影響も与えないのです。世の中で

は、こういう人を「毒にも薬にもならない 、ま」

たは「足しにもならなければ邪魔にもならない」

という表現をいたします。

、 、 、いずれにせよ 市長 あなたの露出度というか

マスメディアの取り上げは大歓迎をしているとこ

ろですが、市長はこれを意識しているのか、どの

ように感じているのか。私は、まだまだ目立つべ

きであろうと考えますが、市長のお考えをお聞か

せいただきたいと存じます。

さて、むつ市長選挙も１年を切りました。私も

そうですが、大多数のむつ市民は、来年の市長選

挙は宮下宗一郎で決まりだ、ほぼ間違いなく、い

や、99％に近い確率で間違いないだろうとの思い

をいたしていると思います。

３年前の選挙で市長は 「むつ市が一番」とい、

うキャッチコピーを挙げ、５つのむつ市のナンバ

ーワンを標榜いたしました。来年の選挙は、基本

的にこの達成から継続へのキャッチコピーになろ

うかと思います。ここで、来年６月予定の市長選

挙のキーワードもしくは標榜、キャッチコピーを

お知らせいただきたいと存じます。

一言申し上げますが 私は市長 あなたに 来、 、 、「

年の市長選挙に立候補しますか」とは聞いており

ません。聞くつもりもありません。よくニュース

などで、議員の一般質問で 「○○市長立候補表、

明」とかを拝見しますが、これは二流の出来事で

。 、あります 任すに足り得る人物としての高い評価

市民の相当数が継続の切望、そしてその地位の存

続として信頼度が高い現状でありますから、聞く

必要は全くないのです。

ですから市長も、このキャッチフレーズの質問

以前に 「後援会と相談してから……」とか 「今、 、

は市政発展が一番……」とかのいわゆる二流の答
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弁、もしくは60年、70年代の政治家が使ったフレ

ーズでお答えにならないように、正鵠を得たよう

な得ないような、かわしたようなアバウトなよう

な答弁力もトップリーダーには必要ではないでし

ょうか。

きっとあなたは、正面から答えてくれるものと

私は信じております。来年の市民の心をぐっと引

きつけるキーワード、キャッチコピーを教えてい

ただきたいと存じます。

さて、政治の世界に身を投じていますと、どう

しても避けて通れないのが選挙であります。自分

の選挙、支持政党の選挙、日ごろ世話になってい

る友人知人の選挙等々、さまざまな選挙に参加を

余儀なくされます。

先ほど私は 「来年の市長選挙は宮下市長の再、

選でほぼ間違いない」と申し上げましたが、それ

以前に心配事が出てまいりました。それは、無投

票選挙であります。私は、選挙に対する一家言と

して 「無投票選挙は、その地域を停滞させる」、

との持論の持ち主です。

無投票選挙の弊害は、有権者に選択肢を与えな

、 、 、い 現職の４年間 他の候補の評価がわからない

３つ目に、その選挙区の政治的レベルと政治的乖

離が生ずる可能性があるということで、総じて無

投票選挙は 流れない川 と言われています 流「 」 。「

れない川」とはどういうことか。上流、下流があ

りませんから、常に同じ１種類の魚しかいないの

です。４年ごとに、釣っても釣っても同じ魚しか

釣れない。そして、流れませんから、どんどんよ

どみ腐敗をしていきます。そして、ついには誰も

がその流れない川に近づこうとしません。その点

選挙が行われること、すなわち「流れる川 、こ」

れは数種類の魚が上流や下流から自由に泳いでき

ます。流れによって、常に新しい水質を保ってい

ます。結果として、４年ごとに同じ魚が釣れるこ

とがあります。大事なのは、数種類の魚がそこに

いるということなのです。

このようなことから、私は来年の市長選挙、再

来年の私ども市議会議員選挙、県議会議員選挙及

びあるであろう議長選挙も含め、全ての選挙が有

権者のために選挙戦であってほしいと願うもので

すが、市長のお考えをお尋ねいたしたいと存じま

す。

さて、選挙をやっている人間にとっては、当選

が最大の目標であり、スタートです。そのために

は、自分を応援してくれる人を探し出さなければ

なりません。自分の主義主張、信念を訴え、プラ

ス人間性や日ごろの言動や活動、また生い立ち、

学歴、そして生き様までも、全てをさらけ出して

支持を得なければなりません。

政治過程論という学問の中で、投票行動理論と

。 、いうものがあります その政治過程論からすると

有権者の投票行動には一定の法則があり、有権者

は無意識のうちに周期的に同じパターンを繰り返

しているという報告があります。その理論が「ダ

ウンズ・モデル 「アナウンスメント効果 「即」、 」、

効理論 「ピープルモデル」等々ありますが、」、

そういった学問を全て理解しても、なかなか新規

支持者を開拓するのは容易ではありません。

そういった中、候補者自らが「私を応援してく

ださい」とお願いしなくても 「我々が応援団を、

つくって支援しようではないか」と名乗り出ると

いうことは、心底ありがたいものであります。

もちろん宮下市長、あなたの政治理念や政策に

共鳴し、また４年間の実績を高く評価しての結成

の動きでありますので、喜ぶべきものと考えます

、 。が 市長のご感想をお聞かせ願いたいと存じます

選挙関係、来年の市長選挙関係はここまでです。

次の質問に移りますが、市役所に要望する場合

の手法論についてお尋ねします。今から10年前、

宮下市長が市長になる前の出来事でありますが、

ある一人のむつ市民が、道路整備の要望に行った
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際に、市役所から 「町内会長の了解と要望書を、

作成して、町内会長の判こをもらってきてくださ

い」と言われたそうです。その人は、私のところ

に相談に来て 「町内会長のところには行きづら、

い、行きたくもない」と言い 「なぜ困っている、

ことに一つ一つ町内会長が必要なのか。まして判

こなんか」と疑問を呈していました。そして、当

時私が市役所に問い合わせると、非公式な回答と

して、一個人よりも町内会長や行政連絡員、そし

て市議会議員などの名前だと予算づけに通りがい

いし、整備もしやすいという返事でした。私は、

そういえばそうかなと納得をして、その人に要望

書を作成し、判こももらって全部アシストした覚

えがあります。

最近、直接ではありませんが、同様の話を耳に

いたしました。一市民の要望と町内会長や行政連

絡員及び市議会議員等々の肩書のある人との関連

性について、陳情の際、マニュアルは存在するの

かお尋ねをいたします。

次の質問は、自転車で下北中を駆けめぐる「下

北ロングライド」というイベントの交通安全対策

についてであります。この「下北ロングライド」

は、最大で自転車が500台、ことしは約260台が参

加したようです。ということは、同時に260人が

、 。 、むつ市に来たか いたか 調査をしましたところ

ほとんどの方が前泊、前の日からむつ市に泊まっ

て、各方面でむつ市経済に寄与していることがわ

かりました。また、むつ下北の活性化と宣伝効果

にも一役買っていただいております。ですから、

しっかりとした安全対策を講じて、継続を願って

の質問です。

さて、安全対策と一言で申し上げても、何に立

脚するのかによって大分話が違ってまいります。

ことしは260台でした。マックスで500台。この

500台の自転車の安全に立脚するのか、はたまた

むつ下北で暮らす住民、歩行者に立脚するのか、

はたまた生活の足として使っている自家用車に立

脚した安全対策をするのかによって大分違ってく

るのです。私には、三者から三様のそれぞれの苦

情と申しますか、言い分が寄せられております。

まずその前に、この「下北ロングライド」とい

うイベント主催者側の具体的な交通安全対策がど

のようになされているのかお尋ねをいたしてから

再質問したいと存じます。

以上、壇上からの質問といたします。ありがと

うございます。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 村中議員のご質問にお答え

いたします。

まず、市長の政治姿勢についてのご質問の１点

目、政治家として政治の世界で今後どのように自

身の進む道を描いているのかについてお答えいた

します。

私は、政治とは、それが国際政治であれ、国内

政治であっても、また地域の政治であっても、流

動性の高いそれぞれの社会の問題に対応して意思

決定を行い、これらを解決するための行動をして

いく活動のことであると理解をしております。そ

して、希少資源の権威的配分という社会問題発生

の基礎となる事柄に対して、技術的ないし経済的

な合理性だけではなく、場合によってはこれらを

超えて一定の解決の道筋をつけていくことこそが

政治家としての使命だと考えております。

私が政治家としての自分自身に求めているの

は、情熱、判断力、そして責任感であります。ま

ず、情熱とは、何事にも熱意を持って取り組むこ

とで、その源泉には怒りや不安があることもあり

ますし、誰も取り上げなかったことをあえて取り

上げることにも、これが必要になることもあると

考えております。そして判断力とは、この燃える

情熱を支えるための冷静な思考のことで、論理性
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や合理性、そして法的妥当性などを検証する力の

。 、ことであると考えております さらに責任感とは

これらがひとりよがりとならないため、顕在化し

ていないものも含めた現実の社会問題に真剣に向

き合い、これらを解決すること、すなわち結果に

対して責めを負っていると認識することだと理解

をしております。

私は、こうした職業としての政治についての認

識を持ちつつ、どんな挫折にもめげずに、それに

もかかわらずと言い切りながら、あたかもかたい

岩にじわじわと穴をくり抜いていくように、むつ

市の諸課題について果敢にチャレンジし、結果を

出していく政治家を目指していきたいと考えてお

ります。その結果、いつの日か、その姿を見た子

供たちの中から政治家を志す者が多く出てくるよ

うに振る舞い続けることこそが私の政治家として

の進む道だと考えております。

次に、市長の政治姿勢について、ご質問の２点

目、メディアへの取り上げる頻度を意識している

のかについてお答えいたします。むつ市総合経営

計画において、市民協働のまちづくりを目指すこ

とが市政運営の軸に据えられています。このため

には、市政に関する市民の皆様の理解と共感が必

要不可欠なことであり、市では広報むつを初めと

する各種広報手段を駆使し、市民の皆様に対して

市政をご理解いただくための広報活動を実施して

おります。

しかしながら、こうした活動にも一定の限界が

あり、広く市民の皆様に我々の取り組みを周知す

るためには、あらゆるメディアのご協力が必要と

なります。とりわけ新聞やテレビなどといったい

わゆるマスメディアの役割は大きく、どのように

報じていただくかが政策に対する市民の皆様の理

解と共感に大きな影響を及ぼすことは言うまでも

ありません。

市としては、毎月１度の定例記者会見、その後

の記者懇談会、適宜行う臨時会見などを通じて、

政策の意図を伝える努力をしております。また、

私のスケジュールも全て原則としてオープンにし

ておりますので、その取材に対しては惜しみない

協力をさせていただいております。また、テレビ

番組への出演や雑誌の取材などについても、積極

的に参加しております。

議員お尋ねの頻度について意識しているかにつ

いてでありますが、私は頻度は結果であって、む

しろ意識しているのは、その質についてでありま

す。すなわち新聞やテレビなどで発表あるいは取

り上げられた政策が正確に、かつ市民の皆様等の

共感を得るような伝わり方となっているかについ

ては、特にこだわっていると思います。

具体例を申し上げますと、先週地元紙で「砕氷

研究船新造へ」との記事が掲載されました。その

中には、我がむつ市を母港とする海洋地球研究船

「みらい」の将来的な廃船についても記載されて

います。この事実に対して私自身のとり得る選択

肢は、まずは２つありました。何も決まっていな

いということから取材を断るか、あるいは取材を

積極的に受けるかということであります。先ほど

述べた観点から、もちろん積極的に取材を受ける

。 、 、ほうを選択しました そして 取材を受けた際に

「みらい」廃船を中心に据えたコメントとして発

するのか、あるいは北極観測船の可能性について

言及するのか。私は、多くの方々の共感を得るた

めには、常に現状を肯定しつつ、前向きなコメン

トを心がけております。

船は、いつかは廃止されます。今後継続してむ

つ市が日本の海洋開発の拠点となって新しい船を

呼び込むことを市民の皆様と推進していくために

は、むしろ積極的なコメントが求められると判断

しました。まして新観測船の母港誘致合戦が始ま

、 、ることも予想される中で 他の自治体に先駆けて

我々むつ市が第１候補であることも示す必要があ
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りました。結果として、北極観測は新しい海洋開

発の分野で日本が海洋大国の威信をかけた取り組

みになる、むつ市が新船の拠点となる可能性もあ

る、新船の建造を大いに期待し歓迎したいという

内容の私のコメントが新聞に掲載されておりまし

た。読んでいただいた市民の皆様を初め読者の方

は 「みらい」の廃船ということよりも、むつ市、

発で何やらすごい取り組みが始まるのかと思って

いただけたと思っております。そこには、海洋科

学研究拠点を目指すむつ市の新たな希望の明かり

も見えます。

なお、このコメントを発するに当たっては、こ

の直前に海洋研究開発機構に理事長を訪ね、事実

関係を整理し、正確にお伝えするための新船の今

後のあり方についての議論を踏まえたものであり

ます。

ちなみに、昨年度１年間でむつ市の政策などが

新聞各社の記事に取り上げられた件数は約520件

となっており、毎日必ずどこかで取り上げられて

いる状況であることを申し伝えます。これらは、

むつ市の政策が取り上げられているものでありま

すが、その頻度としては、取り組みの制度に比し

てまだまだ不十分だと思っております。今後も研

さんを重ね、全国の中でも単に目立つだけではな

く、最も輝いている自治体として誇れる優良事例

や、洗練されたコメントを積み重ねていきたいと

思っております。そして、そのことによって、市

民の皆様を初めとする方々の市政への理解が深ま

り、また共感を呼ぶことで新たなネットワークが

構築され、さらなる市政発展につながるという好

循環を形成していきたいと考えております。

なお、最近の話題では、地方創生の取り組みの

一環として始めた大湊海自カレーがＮＨＫの全国

放送となり、さらに英語版、中国版でそれぞれＮ

ＨＫワールドで世界配信されておりますので、こ

の際ご紹介申し上げます。

次に、市長の政治姿勢についてのご質問の３点

目、次の市長選挙でのキーワードについてお答え

いたします。キーワードについては、そのときの

ひらめきによるものと考えております。アイデア

というのは、浮かんでは消えるものですし、緊張

と弛緩の間で、あるときにひらめくものであると

考えております。このことは、一つ一つの政策の

中でも重要視していて、先ほどの答弁にもあった

とおり、テレビや新聞などの私のコメントに集約

をされております。

たとえ話として１つ紹介をさせていただきま

す。先般新生児訪問の新たな事業として 「こん、

にちは赤ちゃん号」がデビューいたしました。こ

れは、市公用車に「Ｈｅｌｌｏ Ｂａｂｙ」とい

うキーワードとともに、ムチュランファミリーの

赤ちゃんがコウノトリならぬアゲハに運ばれてく

るという物語をラッピングしたものであります。

有限会社むつ車体工業様の50周年を記念した寄附

事業として実現をいたしました。

ある晴れた日の朝、私は公務のため市内を公用

車で移動していたところ、別々の霊柩車と２回遭

遇いたしました。いつもそうしているのですが、

どなたかわかりませんけれども、亡くなられたの

は市民の方であると思いますので、その生前に敬

意を表し、すれ違いざまに頭を下げました。しば

らくして、市役所に入る手前のガソリンスタンド

で、とても古めかしい軽自動車に「こんにちは赤

ちゃん号」と今にも消えそうなペイントで小さく

書いてありました。これを見て、少し悲しい気持

ちになり、お山に行ってしまった大切な人を弔う

仕組みはあるのに、生まれてくる新しい命を祝福

する仕掛けがないのは、揺りかごから墓場までを

預かる市としては残念だとの思いに至りました。

そして、何かのきっかけで公用車をラッピングし

て新しい命を祝う、祝福する仕組みをつくること

をひらめきました。
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ところが、残念ながら、この市の財政状況であ

。 。ります 簡単には実現しないと思っておりました

ただ、ある日の夜の会合のご挨拶で今のお話をし

、 、たところ たまたま居合わせた同社の社長様から

自分の孫のところにも市の保健師さんが来てくれ

て寄り添ってもらっていて助かっている、会社の

50周年に合わせて車両を寄附したいという申し出

がありました。

この事業は、まずは歴代の市の保健師の赤ちゃ

ん事業にかける情熱と努力があり、これを酌み取

ってくれた市民の方がいて、私の挨拶がたまたま

でありますけれども、これをつなぎ、最終的には

これまでの新生児訪問と赤ちゃん事業が縦割りを

排除して統合されたということ、少子化の今こそ

赤ちゃんが生まれてくることを地域でお祝いしよ

うという気持ちを持つことの大切さを日常的に意

識することができ、何よりも車両を見た市民の皆

様を笑顔にする取り組みになってくれていると自

負しております。

先月26日は、寄贈式が行われ、そこで私はこれ

までのストーリーを凝縮するキーワードとして、

あるときにひらめいた「霊柩車には敬意を、赤ち

ゃん号には祝福を」という言葉を準備して臨みま

した。しかし、残念ながら区割り変更に伴う衆議

院議員の事務所開きと日程が重なり、新聞社２社

のみの参加にとどまり、現時点ではこのキーワー

ドが日の目を見ておりません。

一方で、今この車両は赤ちゃんとお母さんのた

めに市内を駆け回っていますので、いずれそこで

発せられる予定だったキーワード以上の効果がも

たらされることを期待しております。

そして、この例からもご理解をいただけるよう

に、より大切なことは、キーワードよりも各種政

策を通じて、いかに市民の皆様に寄り添っている

のか、そして時代を突き抜けていく新しい風のよ

うな存在になれるのだろうかということだと思っ

ております。そこには、４年間のしっかりとした

実績も必要だと思います。したがって、共感を得

るキーワードも必要とは考えますが、それ以上に

どれだけ市民の皆様に寄り添い、後世に続いてい

く画期的な政策を実施できたかのほうがむしろ重

要であると考えておりますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

次に、市長の政治姿勢についてのご質問の４点

目、無投票選挙についてお答えいたします。むつ

市では、若い世代の市政への参画と市民協働のま

ちづくりを推進することを目的として、高校生元

気ふるさとアイデア選挙という事業を実施してお

り、ふるさとに誇りを持ち、元気に暮らしていく

ために役立つアイデアを募集し、投票により市民

政策提案となり得るアイデアを選ぶといった取り

組みを行っております これは 平成28年から18歳。 、

に有権者年齢が引き下げられたことを受け、高校

生に政治的な関心を持ってもらうため、主権者教

育の一環として選挙管理委員会の協力を得て、模

擬投票により当選アイデアを決定するといったも

のであります。

まず、市政に関心を持つ市内高校生を集め、ワ

ークショップで市の未来について語ってもらい、

。 、政策を考えてもらうことから始めます その次に

この中ですぐれた提案を選ぶため、各校に本物の

投票箱及び記載台を設置し、実際に投票行動を経

験してもらいます。最終的には、その中で選ばれ

た数事業について、私やまちづくりコーディネー

ターの方々の前で高校生にプレゼンをしてもら

い、グランプリを決定します。このグランプリに

選ばれた政策については、高校生の協力のもと、

何らかの形で実現するという内容のプロジェクト

で、アイデア選挙はことしで３年目の開催となり

ます。

初年度の最終アイデアは、市内３校合同文化祭

を開催し、むつ市ににぎわいとＰＲ効果をという
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内容でしたが、その実施に向けてはまさかり高校

ＳＭＩＬＥ Ｐｒｏｊｅｃｔ実行委員会を組織

、 。し 高校生自らがかかわり進めたものであります

市内３校合同文化祭は、最終的には商工会議所

が主催する食の祭典のステージで吹奏楽部の合同

演奏、軽音楽部の演奏などが行われ、大変なにぎ

わいだったと伺っております。

この一連のプロジェクトの中で、昨年の田名部

高校定時制の生徒の皆さんが投票する場面を視察

に伺い、その生徒の皆さんの前で、選挙における

投票の重要性について、次のようなことを私は述

べました 「ふだん勉強や部活動、そして恋愛で。

忙しい皆さん自身のかわりに皆さんのことを決め

る人が政治家です。したがって、ほとんど皆さん

自身だと思わなければいけない人が政治家で、そ

れを決める唯一の手段が投票です 。これ以上長」

いお話もしましたけれども、その部分だけをまと

、 。めると このようなお話をさせていただきました

これは、民主主義の本質である統治者と被統治者

の同一性の概念を簡単に表現したもので、投票の

価値を述べているものであります。

そして、現代における選挙は、こうした代表選

出の機能に加えて、政策選択の機能も有するもの

とされているため、全ての政治家が選挙を通じて

選ばれることが好ましいことは言うまでもないこ

とだと理解をしております。

一方で、もう少し奥行きを持って現代の民主主

義を考えれば、選挙そのものも市民の皆様の選択

ですが、選挙に至る過程についても市民の皆様の

選択であるとも言えるのではないでしょうか。

したがって、被選挙人の擁立などを行うことも

市民の皆様の活動の一つであることを鑑みれば、

どなたも投票されない、またはどなたも擁立され

ていないといういわゆる無投票という選択ですら

民主主義の中の一つの行動原理としては許容され

ているものと認識しております。そのため、一概

にいわゆる無投票を否定的に考えることも、捉え

ることも、非民主主義的であるとも考えられるの

ではないでしょうか。

次に、政治姿勢についてのご質問の５点目、支

援市議団結成の動きについてお答えいたします。

答弁の冒頭で 「政治とは」ということで、流動、

性の高いそれぞれの社会問題に対応して意思決定

を行い、これらを解決するための行動をしていく

活動とさせていただきました。また、デイヴィッ

ド・イーストンの定義する希少資源の権威的配分

という政治の本質的な機能に対するアプローチが

必要であるとも言わせていただきました。

私と市議会議員の皆様は、それぞれが全市民の

代表として、この点で言えば、価値観の異なり、

それぞれ違った要望のある市民の皆様に向き合

い、安定的な社会をつくるための活動をしている

とも言いかえることができるかもしれません。そ

のときには、まさに我々にもそれぞれの視点と複

眼的な視点が求められるのであって、独善こそが

最も忌むべき状況になることは論をまたないとこ

ろであります。

したがって、選挙に限らず、市政についての応

援市議団の結成というものは政治結集そのもので

あり、より豊かで安定したむつ市を実現するうえ

で、市政運営にとって最も歓迎すべきものである

と考えております。

私は、そうした応援していただく市議会議員の

皆様と市議会での議論、あるいは日常的に市民の

皆様のため率直な意見交換を行い、一定の方向性

を共有しながら、車の両輪としてしっかりとかみ

合って、市政を強力に前進させることも市民の皆

様が望んでいることではないかとも考えておりま

す。

次に、陳情や要望についてのご質問及び交通安

全対策についてのご質問につきましては、それぞ

れ担当部長からの答弁とさせていただきます。
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〇議長（浅利竹二郎） 企画部長。

〇企画部長（村田 尚） 質問事項の２点目、陳情

や要望についてのご質問にお答えいたします。

市では、来庁、電話、手紙及びメール等により

さまざまな形でお寄せいただいております市民の

皆様からのご要望等につきましては、むつ市広報

広聴活動規則及びむつ市広報広聴活動事務取扱規

程に基づき対応しているところでございます。具

体的には、企画部市民連携課が相談窓口として一

元的にお受けいたし、市民の声データベースシス

テムを活用して処理することとしております。

この市民の声データベースシステムには、市民

の皆様からの要望や苦情等の処理、記録及びデー

タの管理をするものでありまして、システム運用

の流れを定め、市の全部局に周知することで、適

正かつ統一的な事務処理体制を整えており、むつ

市総合経営計画における「広報広聴の充実」に基

づく取り組みとして行っているところでありま

す。

さらに、ご要望等の内容によっては、関係部署

において現場の確認も含め、より詳しく状況を把

握し、その対応等について検討することとなりま

す。

こうした状況把握の過程におきまして、町内会

長や行政連絡員の皆様から地域の実情を教えてい

ただいたり、効果的、効率的に事業を実施するた

めご相談をさせていただく場合もございますが、

必ずしも町内会長の承諾、承認及び要望書などへ

の捺印を求めるものではございません。また、町

内会長や行政連絡員の皆様との連携を密にし、地

域の皆様の声をお届けいただく場として、町内会

長と市長との懇談会や町内会イキイキふれあいト

ーキング、おでかけ市長室を開催し、広報広聴機

能の充実に努めているところでございます。

いずれにいたしましても、市民の皆様からのご

要望等を頂戴した際には、ご相談される皆様の気

持ちに寄り添い、どなたからでも、またどのよう

な方法でのご要望やご相談でありましても、分け

隔てのない誠意ある対応を常に心がけております

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（浅利竹二郎） 経済部長。

〇経済部長（三上達規） 村中議員のご質問の３点

目、サイクリングイベント「下北ロングライド」

の交通安全対策についてお答えいたします。

下北半島ロングライドは、下北半島活性化のス

ポーツイベントとして、自転車愛好家を対象に下

北半島ロングライド実行委員会が主催しておりま

す。下北半島ロングライド実行委員会は、ＮＰＯ

法人の代表や会社役員など民間の方々で構成され

ており、市は実行委員会に入っておりませんが、

後援しております。

安全対策につきましては、実行委員会の大会実

施計画及び安全管理要項に定められており、実施

計画では走行時の隊列や交差点での運転方法、走

、 、行時の安全対策等が規定され 安全管理要項では

コース管理員の配置や医療体制、連絡体制等が規

定されております。

また、参加者には、タイムを競うレースではな

いこと、交通ルールを遵守すること、危険箇所や

交通量の多い場所、進路変更箇所では配置された

警備員の指示に従うことなどの走行注意事項が記

載された下北半島ロングライド必読書を配布し、

安全対策を行っていると伺っております。

今年度のロングライドで参加者と自家用車の接

触事故がありましたことは非常に遺憾であり、安

全対策を向上していただく必要があることから、

実行委員会に対し参加者への安全対策の周知徹底

、 、を強化するとともに 市民の皆様に対しましても

下北半島ロングライドの周知を徹底し、市民の皆

様から安全対策についてご理解とご協力を得られ

るよう強く要請してまいります。

また、市といたしましては、むつ市総合経営計
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画の施策「広域連携による観光プロモーション」

に基づき、年間宿泊者数の目標達成に向けて現在

取り組みを展開しているところであり、下北半島

ロングライドにつきましても、効果的な情報の発

信に努めてまいりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

〇議長（浅利竹二郎） 20番。

〇20番（村中徹也） 政治姿勢について、一括で再

質問します。

３番のキャッチコピー等市長選での応援市議団

の答弁、否定するところなく穏やかな肯定と申し

ますか、そういうことをされていますが、ラジオ

をお聞きの皆さんも、私もそうですが、継続とい

う認識で捉えましたが、それでいいでしょうか。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 現時点では、何も決まって

いないということでご理解いただきたいと思いま

す。

〇議長（浅利竹二郎） 20番。

〇20番（村中徹也） 私が壇上で、立候補するかし

ないか聞かなかったのは、これは世の中の周知の

事実であるということを、市長の行動を最高位に

たたえて話をしましたが、実は一般論として、聞

く場合には次のようなことを考えなさいというこ

。 、とがあるのです 市民の評価が分かれている場合

市長にです、今は市長という立場ですから、市民

の評価が分かれている場合、姿勢とかいろんなこ

とがあって、そして２つ目が対立候補が存在する

場合、長期政権及び高齢である場合、健康も含め

環境が４年前と激変した場合。市長は、これに当

てはまるものは何かございますか。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 政治家というのは常在戦場

でありますので、いつそのような状況になるかわ

からないということでありますし、またこれがき

ょうこの後そうなるかもしれませんし、あしたそ

うなるかもしれないと、私はそのように認識して

おります。

〇議長（浅利竹二郎） 20番。

〇20番（村中徹也） 先ほどの答弁で何も決まって

いないと。何も決まっていない、そしてあした何

があるかわからない。これは、無責任な答弁では

ないでしょうか。なぜかというと、それを考えた

ら、誰も市政なんか任せておけないし。私が聞い

ているのは、周知の事実として市長という立場を

ここまで引っ張ってこられて、今の４項目にも当

てはまらないし、出ないという選択肢はないだろ

うという、そういう認識のもとで壇上の質問に立

っているのです。それにあなたは真っ正面から答

えていただいた。これは、誰しもが市長の継続と

いうことは、あなたの腹の中で決まって答弁した

、 。と私は認識したのですが それでよろしいですか

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） さすがベテラン議員ですか

ら、本当にいろんな変化球で、デッドボールを何

度も受けているようなイメージがありますけれど

も、私としては全く矛盾している答弁をしている

とは思っていなくて、少なくともこの４年間しっ

かり実績を残していくことが大切だということを

繰り返し述べておりますし、政治情勢というのは

いつ変わるかわかりません。要するに、自分が仮

に立候補するという環境が整うかどうかもまだ私

には今の時点では申し上げられないということを

言っているだけであって、そのことは十分にご理

解いただけるものと考えております。

〇議長（浅利竹二郎） 20番。

〇20番（村中徹也） その環境は、いつ整うのです

か。自分で整備しなければいけないし、周りの後

援会が整備しなければいけないし、整っているで

はないですか。ここまでむつ市を引っ張って出な

いという選択肢であれば、もっとちょっとたとえ

話で言いますが、出ないという選択肢を選べば、
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市民から損害賠償請求受けますよ。

あなたは、３年前の選挙で５つのむつ市の一番

を標榜しました。では、お尋ねします。選挙の体

制が、気持ちが固まるのと、これは達成したので

しょうか。お尋ねをします。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） それでは、１つずつ丁寧に

ご説明をさせていただきます。

まず、むつ市を元気で一番という項目ですけれ

ども、むつ市経済の活性化に全力で取り組みます

というふうなことを言わせていただいておりま

す。雇用を守り、次世代に新たな産業創造育成を

実現しますという項目でありますけれども、この

３年少しの間に企業誘致という形では２件実現し

ましたし、今まさにビジネスコンテストというこ

とで創業支援の新たな取り組みも行っているとこ

ろであります。また、昨年には商工会議所あるい

はふるさと21財団という青森県の財団と連携をし

て、創業支援の新しい取り組みを始めたところで

ありますし、また町なかでは「まちゼミ」という

ことで、これもまたむつ市の商店街の活性化とい

うのでしょうか、そういう取り組みも行っており

ます。そういうことも含めて、さまざまこの項目

については今行っておりますし、ある程度の達成

はしていると思います。

さらに、川内、大畑、脇野沢地区の活性化に全

力で取り組みますということで、医療、道路等と

いうことでありますが、医療、道路ということも

含めて、例えば川内地区であれば下北ワイン、こ

の支援を通じて産業の活性化、あるいは雇用の増

大に努めているところですし、クラウドファンデ

ィングという新しい仕組みもつくって、その財政

運営をフォローするような形のものもつくりまし

た。

さらに、トップセールスでむつ市を売り込み、

企業誘致を実現しますという中でいけば、これは

一番最新の取り組みでいきますと、名古屋で、中

部圏で初めてむつ市のうまいのＰＲをさせていた

だくという取り組みをさせていただきます。これ

は、一昨年から始めましたけれども、首都圏で実

際に我々のものを持っていって、そしてレストラ

ンのシェフの方に料理をしていただいて、それを

ホテルあるいは旅館の方々が来て実際味わってい

ただいて、それを販路につなげていく、そういう

ような仕組みであります。首都圏で始め、関西圏

で始め、いよいよ中部に進出すると。その取り組

みは、今海を越えて台湾、そしてベトナムという

展開も視野に入れているところであります。

一つ一つの項目をこうして挙げていくと、数限

りない政策を実施し、実現に向けて努力をしてい

るところであります。ちなみに、暮らしで一番と

いう項目については、子供からお年寄りまで楽し

く一緒に暮らせるむつ市を目指しますということ

で、こどもの国むつ市、子育て支援に全力で取り

組みますというようなことが書かれていますけれ

ども、キッズパーク、これを早々にオープンをさ

せ、このキッズパークの中ではさまざまなソフト

事業を通じて子育ての支援をしているところでご

ざいます。

また、本日でありますけれども、市役所の中に

授乳スペースを設置させていただいて、市役所の

中で安心して授乳ができる環境も整えさせていた

だきました。

また、この項目の中にありますお年寄りが安心

して快適に楽しく暮らせる社会を目指しますとい

うことでいきますと、高齢者のイベントとして各

地で敬老会を開催させていただいておりますし、

この敬老会についてはただ開催するだけではなく

て、見守り活動などをしっかりとやらせていただ

くうえで、高齢者の方々にとってもいいまちにし

ていきたいということで考えています。

また、これは高齢者見守りネットワークという
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ものも、今70事業者までその輪が広がっておりま

す。優しさでつながるまちということを目指して

実現しておりますが、これは恐らく県内でも唯一

このような取り組みをやっているのではないかと

思います。

さらに、この高齢者の見守りネットワークとい

うことだけではなくて、認知症の方々は特に必要

な見守りが必要ですので、その認知症サポート事

業所ということで、認知症の方々が来るような事

業所については、しっかりとした対応ができるよ

うにむつ市からサポート事業をさせていただいて

おります。

医療のさらなる充実、患者さんの利便性の向上

ということで、むつ総合病院の待ち時間の問題が

非常に今問題になっております。ただ、待ってい

ただくだけではなくて、待ち時間をどうやって過

ごすかということで、東奥日報のデジタルサイネ

ージということで、待ち時間のストレスの負担の

軽減ということをさせていただいておりますし、

今回９月18日には弘前大学に赴いて、医師不足の

解消についてしっかりと病院の先生方とご議論を

させていただく予定でございます。

また、むつ市を教育で一番ということでありま

すが、多機能体育館の建設を目指しますというこ

とで、目指しただけではなくて、しっかりとこの

計画をつくり、きょうもたくさん議論させていた

だきましたけれども、財政に負担のないようにし

っかりと国から交付金をいただく段取りを整えた

うえで、今進めてございます。

さらに、英語を初めとする外国語教育の充実を

図りますということで、保育所や幼稚園で今むつ

市に来ている国際推進員というものを活用してや

らせていただいています。

ここまでで全体の恐らく100分の１ぐらいです

、 、けれども 残りの時間ということもありますので

これぐらいにさせていただいておりますが、かな

り我々今職員一丸となって、しっかりとした市の

運営をしていただいておりますので、無責任だと

いう批判は当たらないのではないかと思っており

ます。

〇議長（浅利竹二郎） 20番。

〇20番（村中徹也） 政策に無責任だと言っていな

いです。これだけの答弁をしておきながら、そっ

ちのほうの、出ないということの無責任ですから

ね、勘違いしないでください。

別に私は、言いませんけれども、とある政党で

もないし、あなたのことをああでもないこうでも

ないと、失政だとか、あることないこと言ってい

るのではないですから、答弁を長くして質問させ

ないように、誰かと一緒にしないで。ですから、

今言ったことにボリュームアップして付加価値を

つけて、どんどん進化させていくのが市長の務め

でしょう、その若さとその胆力で。進化させてい

けばいいのではないですか、来年も再来年も。答

弁をお願いします。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。１時間という規定の

時間がありますので、そろそろ要約して答弁をお

願いします。

〇市長（宮下宗一郎） はい。

済みません、質問何でしたっけ。

（ 進化させて、来年も再来年も「

進化させて、ボリュームアッ

プしていったらいかがですか

と」の声あり）

〇市長（宮下宗一郎） なるほど。お答えいたしま

す。

先ほど政治情勢ということで、市民の評価が分

かれているか、あるいは対立候補がいるか、長期

になっているか、健康であるかというお話で議論

があったと思うのですが、このこと自体が、やは

りいつそうなるかわからないという環境にあると

いうのが政治家だというふうに私答弁させていた
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だきました。そして、政治家というのは、私が言

うのもなんですけれども、始めた瞬間から、やっ

ぱり終わりのことを考えていかなければいけない

と思っています。万が一ですよ、万が一、自分よ

りも若くて優秀で、このむつ市のために立つ人間

がいれば、私はその方を応援する立場にその際い

ると思っております。

〇議長（浅利竹二郎） 村中議員、規定の時間が近

づいておりますので、ご協力をお願いします。

〇20番（村中徹也） 市長の政治生命の中で、市長

の姿勢を見て政治家になる人がふえればいいな

と、そういったことで将来の政治家像を目指して

いるとありますが、それは、だったらいつまで、

どのステージで市長は見せるということですか。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） やはり政治家ということで

いきますと、先ほど冒頭で申し上げました情熱、

責任感、そして判断力、これをしっかりと突き詰

めて、あるいは磨きをかけていくということであ

りますので、私は政治家というのは何になるかと

いうことではなくて、何をなすかだというふうに

思っておりますので、その点はご理解をいただき

たいと思います。

〇議長（浅利竹二郎） 村中議員、そろそろまとめ

てください。

（ まとめる、書類を」の声あり）「

〇議長（浅利竹二郎） 村中徹也議員、どうぞ。話

をまとめてください。

〇20番（村中徹也） 市長、もし出るとすれば、議

員団の支援議員団も、議長経験者の間で話がされ

ていますし、そして市民の思いというか、私の周

りの、私の答弁の質問の思いもわかっていると思

いますので、最後に一言よろしくお願いします。

その気持ちにどう応えるか。よろしくお願いしま

す。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 村中議員を初め、本当にそ

うした応援をしていただける方々の思いというの

は非常に重く受けとめておりますので、しっかり

としたタイミングで判断させていただきたいと、

このように考えております。

〇議長（浅利竹二郎） 20番。

〇20番（村中徹也） これで私村中徹也の一般質問

を終わります。ありがとうございました。

〇議長（浅利竹二郎） これで、村中徹也議員の質

問を終わります。

ここで、午後３時５分まで暫時休憩します。

午後 ２時５３分 休憩

午後 ３時０５分 再開

〇議長（浅利竹二郎） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

◎会議時間の延長

〇議長（浅利竹二郎） 本日の会議時間は、議事の

都合により、あらかじめこれを延長いたします。

◎横垣成年議員

〇議長（浅利竹二郎） 次は、横垣成年議員の登壇

を求めます。５番横垣成年議員。

（５番 横垣成年議員登壇）

〇５番（横垣成年） 本日の最後を務めます日本共

産党の横垣でございます。むつ市議会第233回定

例会に当たり一般質問を行います。市長を初め理

事者におかれましては、前向きのご答弁よろしく

お願いいたします。

さて、８月29日付の新聞に、日本の食料自給率

の記事が掲載されておりました。それによります

と、2016年度の日本の食料自給率が前年比１ポイ

ント減の38％と1993年の37％に次ぐ史上２番目の
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低さでございました。安倍政権は、2015年に改定

した食料・農業・農村基本計画で自給率目標を

50％から45％へ引き下げました。2022年度に50％

の目標は高過ぎるとして、2025年度に45％を目指

すとしたのであります。その中で、2010年度から

39％で横ばいを続けた自給率がさらに低下したこ

とは、安倍政権が自給率向上の課題をいかに軽視

しているかを示すものであります。食料を容易に

輸入できる状況は、いつまでも続きません。

国連食料農業機関 ＦＡＯ は 世界人口が91億（ ） 、

人に達するとされる2050年までに世界の食料生産

を70％増産する必要があるとしております。ある

試算によると、日本の食料輸入に伴う二酸化炭素

の排出量が年間1,690万トンに上ります。食料輸

入は、またその分を国内で生産した場合に必要な

水も輸入しているに等しく、日本の場合、その量

は年間約627億立方メートルと推計されておりま

す。日本は、食料輸入によって他国の農地や水資

源を横取りし、二酸化炭素を放出しているに等し

いのであります。

日本には、温暖多雨の自然やすぐれた農業技術

の蓄積など、農業を多面的に発展させる条件があ

ります。その日本が食料を自給し、他国の農地や

水資源に負担をかけないことは、国民への食料安

定供給の保障だけでなく、国際貢献にもなります

という記事でございました。日本の農林水産物の

輸入額は、2015年には９兆5,200億円に達し、世

界一の農産物純輸入国となっております。日本が

食料自給率を早期に50％にし さらに70 80 100と、 、 、

なることを願い、一般質問に入ります。

質問の１点目、福祉行政のうち、第７期介護保

険事業計画や介護保険料などについてでございま

す。

１として、現状から第７期はどの程度サービス

需要がふえる予想であるのか。また、介護保険料

についてはどういう予想であるのか。

２、介護保険料値上げを抑えるためにむつ市は

どのような努力をしているのか。

３、現在全国の３割ほどの自治体が介護保険料

についての自治体独自の減免制度を実施しており

ます。また、介護サービス利用者への助成を実施

している自治体もあります。例えば北海道の小樽

市は、国が指導している３つの要件の範囲内で独

。 、自の減免を実施しております 埼玉県のある市は

３つの要件の範囲を超える独自の減免を実施して

おります。しかし、国・県からのペナルティーは

ないそうでございます。埼玉県の蕨市は、介護サ

ービス利用者負担軽減助成を実施しております。

むつ市は、介護保険料について、低所得者層への

さらなる配慮を考えているのか。低所得者層のた

めのむつ市独自の介護保険料減免制度を実施する

考えはないのかお聞きをいたします。

福祉行政のうち、むつ市独自施策サービスにつ

いてでございます。むつ市独自施策サービスにつ

いての考え方と予算総額をお聞きいたします。

質問の２点目、リサイクル燃料貯蔵株式会社Ｒ

ＦＳ社への土地貸し付けについてでございます。

貸付料についてです。貸付料、年間約316万円の

根拠と当地の資産価値をお聞きいたします。

次に、土地転貸についてでございます。市内の

一業者への転貸を許可した経緯をお聞きいたしま

す。

質問の３点目、財政について。財政中期見通し

についてでございます。

、 、１として 財政中期見通し2017の３ページには

財政健全化においては財政収支の悪化または財政

構造の硬直化が懸念されている現状から脱却し、

臨時の財政需要に対しても余裕を持って対応でき

る弾力性のある財政構造が実現していることを目

指すとあるが、健全化判断比率にするとどのよう

な数値となるのか。

２、シミュレーションでは、新体育館はどのよ
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うな位置づけになっているのか。

３、財政健全化の目標の（２）の財政調整基金

は幾ら積み立てるのか （３）のむつ総合病院に。

対する債務負担行為の履行 （４ 、大畑診療所、 ）

の資金不足解消 （５ 、国保特別会計の赤字解、 ）

消の履行、解消の予定はいつなのか。

４として、健全化判断比率の目標数値はあるの

か。

５として、通常の財源対策の実施で、平成33年

の約９億円の赤字は解消するのかお聞きをいたし

ます。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（浅利竹二郎） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 横垣議員のご質問にお答え

いたします。

福祉行政についてのご質問につきましては、担

当部長からの答弁とします。

次に、リサイクル燃料貯蔵株式会社への土地貸

し付けについてお答えいたします。本件につきま

しては、平成25年３月、むつ市議会第215回定例

会におきまして、旧庁舎跡地の利活用計画につい

ての一つとして行政報告をさせていただき、議会

の皆様のご理解をいただいたものと認識してお

り、昨年９月にリサイクル燃料貯蔵株式会社と賃

貸借契約を締結したところであります。

、 、 、また ご質問の１点目 貸付料につきましても

平成28年９月、むつ市議会第229回定例会、議案

第51号 平成28年度一般会計補正予算の本会議で

のご審議におきまして、予算措置を御議決いただ

いたところであります。このご審議の中で、中村

正志議員からの貸付料の算定根拠についてのご質

問にお答えしており、同様の答弁となりますが、

ご質問の２点目、土地転貸についてとあわせまし

て、詳細につきましては担当部長からの答弁とさ

せていただきます。

次に、財政についてのご質問につきましては、

担当部長からの答弁といたします。

〇議長（浅利竹二郎） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（瀬川英之） 福祉行政についての

ご質問の１点目、第７期介護保険事業計画や介護

保険料などについてお答えをいたします。

市では、本年８月に平成30年度から平成32年度

を期間とする第７期介護保険等事業計画について

検討する介護保険事業等策定委員会を医師会、薬

剤師会、介護保険事業者、各地区の老人クラブ等

各種団体から推薦された委員の皆様により組織

し、検討の準備を始めたところであります。議員

ご質問の介護保険サービスの総量の見込み、介護

保険料の額については、その推計作業を現在行っ

ている最中でありますので、具体的な数字につい

てはお答えできる段階にございません。

しかしながら、むつ市に限らず全国的な高齢者

人口の増加に伴い、サービスの利用者が増加とな

ること、介護給付費に対し、50％を負担する65歳

以上の第１号被保険者及び40歳から64歳までの第

２号被保険者の負担割合の変更により、第７期か

ら介護保険料を納付する第１号被保険者の負担が

１％増加すること、介護職員の処遇改善加算制度

による給付費の増加が見込まれることなど、第７

期における介護保険料に影響する要因は多いもの

と考えております。

次に、介護保険料の増額を抑えるためにどのよ

うな努力をしているのかについてでありますが、

介護保険料の増額の最大の要因となる介護保険給

付費の増加を抑制するための事業として、むつ市

総合経営計画の主要計画であります「介護保険制

度の円滑な運営」のため、むつ市高齢者福祉計画

・介護保険事業計画に基づき適正な介護サービス

の利用の促進を目的とした給付費適正化事業であ

ります要介護認定の適正化ケアプランの点検、住

宅改修等の点検、医療情報との突合、縦覧点検、
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介護給付費通知の主要５事業を実施しておりま

す。

また、長期的な視野から介護給付費の抑制を図

るため、高齢者の生活機能の維持や介護予防に関

する知識の向上のため、元気はつらつ運動教室や

介護予防セミナー等の各種事業を実施していると

ころであります。

次に、介護保険料について、低所得者層へのさ

らなる配慮を考えているのか、低所得者層のため

のむつ市独自の介護保険料軽減策をつくる考えは

ないかについてでありますが、市では介護保険料

の基準額に対し、国で示した９つの所得段階の基

準を設け、低所得者層である第１段階は基準額に

対し50％の額とし、平成27年度からは国、県、市

の負担により、基準額の45％に減額する軽減策を

講じているところであります。

その軽減策の平成28年度の実績では、対象者

4,963人 年額で１人当たり3,600円 総額1,785万、 、

2,400円となり、そのうち市の負担分は446万

3,100円となっております。

議員ご質問の市独自の軽減策についてでありま

すが、軽減額を制度化した場合には、その軽減分

は介護保険料にはね返ることになり、結果的に介

護保険料を納めるほかの被保険者の負担になるこ

ととなります。また、その軽減分を一般会計の繰

り入れにより実施した場合、国から示されており

ます保険料の全額免除、収入のみに着目した一律

の減免、保険料減免分に対する一般財源の繰り入

れを行わないという介護保険料減免に関する３原

則に反すること、介護給付費の12.5％を法定の繰

入金として負担している市民に対し、さらに負担

を求めることになります。したがいまして、介護

保険料については、市独自の軽減策を講じること

なく、これまでどおり被保険者の皆様に応分の負

担をしていただく方向で考えておりますので、ご

理解を賜りたいと存じます。

次に、福祉行政についてのご質問の２点目、む

つ市独自施策サービスについてお答えをいたしま

す。まず、高齢者に係る独自性のあるサービスと

しては、むつ市総合経営計画の主要計画でありま

す「介護予防・生活支援サービスの充実」に基づ

く取り組みといたしまして、高齢者の日常生活を

支援するサービスとして外出支援サービスや除雪

サービスなどがありますが、平成29年度の当初予

算額は、各種事業合わせまして5,312万5,000円と

なっております。

また、市民に生活上の安心を与えるサービスと

して、異変のある高齢者や何らかの支援を必要と

している高齢者を早期に発見し、必要な支援を行

うなど、優しさでつながるまち、地域で高齢者を

さりげなく見守る体制として高齢者等見守りネッ

トワーク事業を実施しております。この事業は、

平成27年３月に高齢者と接する機会の多い新聞販

売事業者、水道、ガスのライフライン事業者、宅

配関係など、42事業者とみんなで見守る協定を締

結し、現在では旅客事業者、運送会社、保険会社

など計70事業者と協定を結んでおります。

実績といたしましては、平成26年度に３件、平

成27年度は５件 平成28年度１件 そして平成29年、 、

度は現時点までに１件の通報を受けており、早期

発見による状況の悪化を防止できたと考えている

ところであります。

さらに、本年８月には認定された事業所が高齢

者に優しい事業所であることをお知らせするため

に、高齢者見守りネットワーク事業所ステッカー

を作成し、ステッカー配布のため、市内の協定締

結事業所を訪問して、日ごろの感謝の意を伝える

、 、とともに 今後の継続した見守り協力をお願いし

見守り体制の充実を図っているところでありま

す。

認知症の施策といたしましては、認知症高齢者

への理解や知識を深めるための取り組みとして、
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本年４月にエーザイ株式会社と認知症とともに生

きる地域づくりに関する連携協定を締結し、認知

症の理解促進、早期発見、治療など、認知症の人

が安心して暮らし続けることができる地域づくり

を進めるための取り組みを共同で行っているとこ

ろであります。

また、認知症の方を地域で支え、見守る認知症

サポーターをふやしていくために、本年１月にみ

ちのく銀行株式会社とむつ市認知症サポート事業

所認定事業に関する協定を締結し、従業員の半数

以上が認知症サポーターとなることで、認知症サ

ポート事業所と認定される事業を実施しており、

むつ警察署を初め市内金融機関、電力会社等16事

業所が認定をされております。

また、徘回などがある方を事前に登録し、行方

不明になった場合、早期発見につなげる認知症徘

回ＳＯＳネットワーク事業、通称「おかえりネッ

ト」を高齢者等見守りネットワーク事業の中で実

施しており、これまでに２名の方に登録をいただ

き、こちらも高齢者に対する地域力を高める事業

として展開をしているところであります。

子育て支援に係る独自性のあるサービスとして

は むつ市総合経営計画の主要計画であります 子、 「

育て環境の整備」に基づく取り組みとして、生後

４カ月までの乳児家庭全戸訪問などの地域子ども

・子育て支援事業として１億412万2,000円、子育

て拠点施設「ムチュ☆らんど」運営事業が861万

円となっております。

今後におきましても、少子化、高齢化、ひとり

暮らし高齢者や認知症高齢者の増加等によるニー

ズを的確に捉え、地域の実情や財政面等も勘案し

ながら、サービスの充実を図ってまいりたいと考

、 。えておりますので ご理解を賜りたいと存じます

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

〇財務部長（氏家 剛） 次に、リサイクル燃料貯

蔵株式会社への土地貸し付けについてのご質問の

１点目、貸付料についてお答えいたします。

まず、貸し付けの目的は、同社の社員寮の建設

であり、貸し付け面積は旧本庁舎跡地のうち

4,779.94平方メートル、貸付期間は平成28年９月

１日から平成78年８月31日までの50年間、貸付料

は年間316万円9,140円であります。貸付料の積算

根拠でありますが、普通財産の貸付料につきまし

ては、むつ市財務規則第149条に「適正な評価額

によるものとする」と規定されているところであ

ります。本件の場合、建物の所有を目的とした賃

、 、貸借であり その期間も長期となりますことから

、 、地上権的要素も勘案し 税務上適切な価格とされ

相当の地代として用いられる相続税評価額の６％

で貸付料を決定したところであります。

なお、評価額は変動いたしますので、変動があ

った場合は見直すこととしております。

また、当該土地の資産価値についてであります

が、相続税評価額を参考にいたしますと、相続税

評価額は地価公示の８割となっておりますことか

ら、１平方メートル当たり１万3,812円であり、

これに貸付面積を乗じますと、全体で6,602万

531円となります。

次に、ご質問の２点目、土地転貸についてお答

えいたします。当該土地を市がリサイクル燃料貯

蔵株式会社に賃貸し、同社が市内の不動産会社に

転貸することを許可した経緯につきましては、ま

ずリサイクル燃料貯蔵株式会社から経費の平準化

及び維持管理の専門性の観点から、社員寮建設は

市内の不動産会社に依頼し、その建物を不動産会

社から賃貸する方法で進めたいとの説明がござい

ました。このため、土地につきましては、両者間

で無償による土地主要貸借契約を締結し、転貸す

る必要性が生じたところであります。市といたし

ましては、経費の平準化及び社員寮の土地建物の

一体的な管理を目的として、専門性や経験を有す

る不動産会社に転貸がなされることには合理性が
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あるとの判断から、当該土地の借り主をリサイク

ル燃料貯蔵株式会社とし、市との賃貸借契約と同

時に転貸を許可したものであります。

次に、財政についてのご質問、財政中期見通し

についてお答えいたします。まず、財政健全化の

具体的な数値についてでありますが、むつ市総合

経営計画では、財政の健全化における目指すべき

姿として財政収支の悪化、または財政構造の硬直

化が懸念されている現状から脱却し、臨時の財政

需要に対しても余裕を持って対応できる弾力性の

ある財政構造が実現しているとしております。

具体的には、平成33年度までに財政構造の弾力

性をあらわす経常収支比率を３カ年平均で94.9％

まで改善すること、また持続可能な財政運営のた

めの財政調整基金を10億円まで積み立てることを

目標に掲げております。今回の財政中期見通しに

おきましても、総合経営計画の目標達成や、財政

健全化に資する数値を意識したものとなっており

ます。

次に、今回の財政シミュレーションで新体育館

整備事業をどのように見込んでいるのかについて

でありますが、シミュレーション上の概算経費と

なりますが、歳出では普通建設事業費として平成

29年度に6,600万円、平成30年度に12億円、31年

度に30億円を、物件費として施設の維持管理費を

平成33年度以降に１億円のほか、後年度の負担と

なる公債費を計上いたしております。

また 歳入では市債として平成29年度に6,100万、

、 、 、円 平成30年度に10億円 平成31年度に26億円を

国庫支出金として平成30年度に１億円、平成31年

度に３億円を計上しております。

次に、財政健全化の目標として掲げている６項

目のうち、財政調整基金の積み立て、むつ総合病

院に対する債務負担行為の履行、大畑診療所の資

金不足解消、国民健康保険特別会計の赤字解消及

び財政健全化判断比率の改善について、それぞれ

目標とする数値、年度はあるのかについてであり

ます。

まず、財政調整基金につきましては、平成32年

度末残高で10億円を確保すること、むつ総合病院

に対する債務負担行為の履行につきましては、平

成34年度までに残り約29億5,000万円を履行する

こと、大畑診療所の資金不足につきましては、平

成28年度末で約５億円となり、平成30年度までに

解消すること。国民健康保険特別会計の赤字につ

きましては、平成28年度末で約１億8,000万円と

なり、今年度末で解消することとしております。

次に、財政健全化判断比率の目標値についてで

、 、ありますが まず実質公債費比率につきましては

むつ総合病院に対する債務負担行為の履行に注意

しながら18％未満に抑えること、将来負担比率に

つきましては、むつ総合病院に対する債務負担行

為の履行による改善基調を維持し、平成33年度で

160％台を目標としております。

次に、通常の財源対策で平成33年度に想定され

る収支不足額約９億円を解消できるのかについて

でありますが、財政の健全化なくしてむつ市の将

来はありません。職員一人一人が最少の経費で最

大の効果を上げるという財政経営の基本に立ち、

全ての事務事業について先例や既得権にとらわれ

ることなく向上的な見直しを続け、財源対策項目

を実行することで収支不足が懸念されている状況

は改善されるものと認識いたしております。

また、今後市民の皆様に何らかのご負担をお願

いすることもあろうかと思いますが、将来世代へ

の積み残しはしないという不退転の決意を持って

取り組んでまいりたいと存じますので、ご理解を

賜ります。

以上です。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） 順番に再質問させていただき

ます。
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まず、介護保険についてでございますが、介護

保険料の値上げが予想されるというような表現は

なかったのですが、サービス需要がふえているだ

とか、高齢者がふえている、そういうふうな表現

で、私としては何となくまた介護保険料が値上げ

されるのかなというふうな感じの答弁と受けとめ

ました。それで、厚生労働省のほうも、そういう

試算をしておりまして、将来の保険料の見込みと

いうことで、それによりますと2020年度では

6,771円、これは全国平均です、というふうに予

想して、2012年、2014年度の1.36倍。制度発足時

の2.3倍になる。さらに、いわゆる団塊世代が全

て75歳以上になる2025年には8,165円、全国平均

で。こうなると、2012年から2014年度の1.64倍、

制度発足時の2.8倍に膨らみますという予想をし

ております。多分むつ市も、この予想のとおりの

状況になるのかというふうに思うのです。

この介護保険料の増加というのは、当然介護費

用が膨張することを意味すると。介護保険の財源

というのは２分の１を公費、国が４分の１、都道

府県と市町村が８分の１ずつ、そして残りの２分

の１を利用する人たち、保険料で賄っているとい

うふうな形が結局こういう保険料の値上げになっ

ているということになっておりますが、我々はこ

ういう２分の１をそもそも保険料でやろうという

こと自体が保険料の負担増になっているというこ

とで、この２分の１をもっと少なくしてくれとい

うのは国のほうに十分要望を出さなくてはいけな

いし、そういう要望をしているということも紹介

はさせていただきます。

国が今４分の１しか負担していない。これを４

分の２とかというふうに国がもっと負担してくれ

ると、大分利用する方の負担が軽くなる。という

ふうな方向に持っていくように国のほうに働きか

けていきたいなと思っておりますから、そもそも

この考え方自体が負担増になっているなというの

は指摘させていただきます。

そこで、ちょっと市長のほうにお聞きしたいの

ですが、やはり制度がこういうふうになっている

ものですから、今すぐ変えろというのは無理なの

ですが、今でさえかなり負担が大変だというふう

に言っている方がいるし、少ない年金で本当に一

生懸命負担してもらっているというふうな状況の

中で、さらに第７期が保険料の引き上げというふ

うになれば、かなり厳しいなと思うのですが、そ

ういう状況についての市長の見解をお聞きしたい

なというふうに思うのですが、よろしくお願いし

ます。

〇議長（浅利竹二郎） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（瀬川英之） 横垣議員の再質問に

お答えをいたします。

先ほども答弁をさせていただきましたけれど

も、現在第７期の計画の期間中に係る介護保険サ

ービスの総量の見込み、それから介護保険料の額

について、現在その推計作業を行っている段階で

ありますので、具体的な数字等は、断定するよう

なお答えというのはできないような状況にありま

す。

介護保険料につきましては、被保険者の皆様の

利用した介護サービスの総量に基づいて算定され

るものでありますので、今後計画を策定していく

中で、真に必要なサービスにより、その総量が増

加すると推計される場合には、支え合う、助け合

うという互助の精神に成り立っている介護保険制

度を維持していくためにも、介護保険料の応分の

負担をお願いしなければならないものであると考

えております。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） 今審議してもらっているとい

うことでございますが、この答申を受けて、やっ

ぱり提案するのは最後市長になるのですよ。です

から、またその提案するときに、また審議の中で
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もいろいろ市長の一言というのはそれなりに重要

視されると思いますから、できればそういう場が

ありましたら、市長としてはなるべく努力してく

れというふうな一言を述べてもらいたいなという

のを市長のほうには要望させていただきます。

、 、 、それで 次の質問でございますが 同じ介護で

市独自の介護保険料減免制度を実施してほしいと

いうふうに提案しましたが、現状どおりでいくと

いうふうな答弁でございました。残念でございま

すが、その後にむつ市はいろいろ独自のサービス

を実施しております。先ほど１億幾らとか五千幾

らで高齢者の見守りとか、そういう独自のサービ

スをして、本当に市民の幸せだとか、喜びをかな

り受けられる、そういう事業をしております。そ

の一つとして、また要望の大きいのが、この低所

得者層だとかという人たちの介護保険の負担、か

なり負担が大きいということで、そういうところ

の独自策というのもぜひとってもらいたいなとい

うことで、私のほうは壇上で要望いたしました。

大体全国の３割ぐらいの自治体が、３つの要件

の範囲内で９割方ですか、独自の減免制度を実施

しているのは、その要件の範囲内でまた９割方が

実施していると。答弁にあったように、確かにそ

の実施した分はまた保険料になって負担増になる

というふうなこともありましたが、その大体３割

ぐらいの自治体が、そういうことを前提として、

やはり低所得者層に配慮した独自の制度を実施し

ているので、ぜひむつ市の独自のサービスの一環

としてそういうことも実施してほしいなと。全国

の３割が実施しております。

なぜこういうことを自治体にやってほしいかと

いうと、乳幼児医療費無料化というのも、これ国

が最初やっていなかったのです。ところが、各自

治体のほうで、小学生まで入院、外来を無料にす

る。それがばんと全国でほとんどの自治体が実施

した。それに対して国がペナルティーかけてくる

のです。ところが、全国の自治体がほとんど実施

しているものだから、ペナルティーかけた意味が

なくなって、今そういうのも解除するような動き

、 、まで 結構自治体が住民との接点なわけですから

こういういいことをどんどん先行してやっている

のが全国の状況で、乳幼児医療費の無料化という

のは全国に広がってきていると。今国もそれに動

かされて、本当は国がやらなくてはいけない制度

だというふうな認識になっているというふうに変

わってきておりますので、この介護保険制度自体

も下からボトムアップ方式で、私はぜひ市長が変

えていくような先頭に立ってほしいなというふう

に思っております。そういう意味では、低所得者

に対する独自の軽減というのを切望している市民

はかなりいると思います。

そこで、再度お聞きしたいのが、第１号被保険

者というのが、先ほど4,963名というふうに答弁

したのか、そこも確認ですが、第１号被保険者の

中で、第１段階の被保険者数は何人いるのか。そ

してまた所得が、そこの中の区割りをもう少し細

かくして人数を教えてほしいなと。第１段階の被

保険者数は、この第１段階というのは所得が80万

円以下の方 例えば15万円以下が何人だとか 15万、 、

円から30万円が何人だとか、もう少しそこの区割

りを細かく分析して、それぞれの被保険者数をち

ょっとお聞きしたいと思います。

〇議長（浅利竹二郎） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（瀬川英之） 横垣議員の質問にお

答えをいたします。

介護保険料第１段階の収入の区分でありますけ

れども、こちらのほうは障害年金や遺族年金を除

く課税年金収入額が80万円以下の方が対象となり

ます。私どもの区割りでいきますと、平成29年８

月現在で15万円未満の方は868人 15万円以上30万、

円未満の方は386人、30万円以上50万円未満の方

は1,541人、50万円以上の方は2,050人となってお
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り、合計4,854人となっております。

以上です。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） 第１号被保険者は、むつ市で

はたしか１万7,000人がいるかと思います。その

うちの4,854人がその中の第１段階、大体所得が

80万円以下という形になっているということで、

１万7,000人のうち大体5,000人だとすると、３割

弱がこういう第１段階に属しているわけですか

ら、結構かなりの比率でございます。ですから、

こういう方たちにもう少し配慮をしてもらえれ

ば、本当に市民はむつ市に住んでよかったという

ふうなことを感じるのではないかなというふうに

、 、思いますので ぜひ市長は答申をするときだとか

答申の中に市長がちょっと意見を付すようなこと

があるときには、そういうことを一言入れてもら

うことを強く要望して、次の質問に移りたいと思

います。

次は、リサイクル燃料貯蔵株式会社、ＲＦＳ社

への土地貸し付けについてですが、大体６％ぐら

いだと。土地の評価が6,600万円というふうな形

でありますが、この６％というのはあくまでも標

準でしょうか、それとも高目でしょうか、それと

もそうでないのか、そこのところをちょっとお聞

きいたします。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

〇財務部長（氏家 剛） 標準であると認識してお

ります。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） この旧庁舎跡地、これはどっ

ちが主役で動いたのかわかりませんが、例えばど

うしても借りたいというふうなことであれば標準

より高くするだとか、いろいろ交渉の仕方がある

と思うのですが、そこのところの引き合いは全く

なしで、市としては標準の金額で、６％というの

が標準だからということで契約したのか、当然そ

このところの交渉はいろいろあると思うのです

が、そこのところは別に特に交渉せずに６％とい

うことで契約したのか、そこのところをもう少し

教えていただければと思います。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

〇財務部長（氏家 剛） お答えいたします。

土地の貸し付けに関しましては、当然リサイク

ル燃料貯蔵株式会社様のほうと事務的ないろいろ

な協議はいたしております。しかしながら、そう

いうふうな中で、どのあたりを落としどころとい

いますか、こういう場合は、いわゆる市と民間と

いうふうな、公的な市というところが貸すという

ことになりますので、やはり公明正大に標準であ

る６％というふうなものが望ましいのではないか

ということでこういうふうに至ったということで

ございます。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） そこで、標準ということで契

約した。これが50年間ということで、あそこの旧

庁舎の跡地は１町歩以上の広さがあるのですが、

そこのところの5,000平米近くを貸すということ

は、例えば市として10年後か20年後か、その土地

を１町歩という単位で利用したいというふうなこ

とになれば、そこの部分の5,000平米ということ

が、もう50年間の貸しということになるわけです

から、結局土地利用がむつ市としても制限されて

しまうということになります。そうなれば、今ま

で持っていた土地の評価額が、50年間貸すことに

よって、その土地の評価額が、これは利用しづら

いと。例えばもっと高く貸してくれというふうな

業者があらわれた場合は、もうこの土地はそれ以

上の価値にはならないというふうなことになりま

すが、そういうことも想定したうえでこういうも

のは契約したということでよろしいかどうか。再

度よろしくお願いします。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。
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〇財務部長（氏家 剛） この貸し付けの件につき

ましては 議員もご承知だと思いますが 平成25年、 、

３月の定例会、むつ市議会第215回定例会におき

まして、その行政報告の中でそれぞれの４つのブ

ロックに分けた利活用というふうなことでるるご

説明申し上げまして、議員の皆様のご理解をいた

だいて進めてきたというふうに理解してございま

す。

以上です。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） 私全て否定しているわけでは

ないのです。いろんなことをやっぱり想定したう

えできちんと契約しているのかというのを確認し

ている作業ですから、そういう意味でお聞きして

いるので、ご答弁よろしくお願いしたいと思いま

す。

そして、この土地を転貸したということで、こ

れの説明をもう少し詳しくお聞きしたいのです

が、まず最初のＲＦＳさんの契約には、第８条に

転貸をしてはならないというふうなことが書いて

いる契約を結んだと。同じ日に、また転貸の承認

願が出て、同じ日に許可を出しているという、こ

このところが余りにもどういう形で検討している

のかなというところがちょっとよくわからないも

のですから、そこのところ、もう少し詳しく教え

ていただければと思います。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

〇財務部長（氏家 剛） 先ほども若干申し上げま

したけれども、ここに至るまでには双方それぞれ

話し合いをしてまいりまして、そういうふうなも

のが合意に達したということで、いずれにいたし

ましても同日付で契約をしたというふうなことで

ございます。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） 結果として８月31日ですかに

契約を結ぶ前にいろいろ協議をしてきて、この土

地はＲＦＳさんに貸すのだけれども、転貸が前提

。 、ですよというふうな形の貸し付けだったと これ

そこまで議会では説明がなかった。私も市民から

言われて、調べて、それこそびっくりしたことな

のです。工事が始まって、市民はそれなりに情報

を集めたのでしょう。ですから、やっぱりこうい

う部分はそれなりに議会に説明するという情報公

開、そういう部分も必要だったのではないかなと

思うのですが、そこのところ、ちょっと再度お聞

きしたいのですが。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

（ ） 、〇財務部長 氏家 剛 いずれにいたしましても

行政報告の際にお話し申し上げましたように、リ

サイクル燃料貯蔵株式会社に貸し付けするという

ふうなことには何ら変わりはございませんので、

そのように進めてまいったというふうなことでご

ざいます。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） 市としては、やっぱりもう少

し開かれた行政をしてもらいたいなというふうに

思うのですが、また当然私らはＲＦＳさんに貸す

ということは、ＲＦＳさんが社宅をつくるという

ことですから、ＲＦＳさんが自分で工事を発注し

て社宅をつくるものだなと。これ私がそういう偏

見持ったこと自体が間違いなのですが、これは誰

でも普通はそう考えるのですが、ところがそこに

。 、今回の場合はむつ市の一業者が間に入る そして

間に入って、その業者が全部建物をつくって、そ

してその建物をＲＦＳさんにリースをする。これ

一業者がそういう市の土地で、リースという、い

わゆる商売をするわけですよね、営業をするわけ

です。そこのところ、やはりむつ市としてはもう

少し公平というか、そういうことであれば、もう

少しやり方があったのではないかなと思うのです

が。今回の場合、この部分で一業者が50年間そこ

のところを保障されてしまうということで、もう
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少し市としては工夫が必要だったのではないかな

と思うのですが、そこのところ、全く検討はしな

かったですか。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

〇財務部長（氏家 剛） 土地の貸し付けにつきま

、 、しては あくまでも先ほど申し上げましたように

リサイクル燃料貯蔵株式会社さんというふうなこ

とでございます。そして、その建物の建て方が、

自前でやるのか、それとも一業者にお願いして、

それを借りるというふうなスタイルをとるのか、

それにつきましては、当方といたしましては介入

するべき問題ではないというふうに思っておりま

す。

そういうふうなことから、今回の転貸につきま

しても、特別これが法に触れるとか、そういうふ

うなことでもございませんので、市といたしまし

ては妥当な判断であったというふうに思っており

ます。

〇議長（浅利竹二郎） ５番。

〇５番（横垣成年） そういう状況だったというの

がよくわかりましたので、できればやはりそうい

うところの部分も議会に報告するなり、またむつ

市内でもこの業者以外にもいろんな同じような仕

事をされている業者がおるものですから、そこら

辺の業者同士の部分のおかしいなと思うようなと

ころがないような形で。当然むつ市の市民の財産

ですから、その財産をめぐって業者同士がおかし

いなと思うような動きを市が許すようなことがあ

ってはならないかなと思いますから、今後そうい

うことがないように、ぜひ注意してもらいたいな

と。これは、強く要望させていただきます。

それでは、質問の３点目、財政のほうでござい

ますが、財政中期見通しについてですが、まず新

体育館がシミュレーションではどういう位置づけ

かというのを先ほど答弁いただきましたが、この

体育館は当然45億円という前提でのシミュレーシ

ョンだと思うのですが、これがオリンピック前で

すから、いろいろ市民から私も言われて、資材だ

とか人件費が高騰して、45億円で落札できるのか

と。実際青森県が実施したスタジアムですか、あ

そこのところは何回か不落になって、かなり事業

費を引き上げて、ようやっと落札したというふう

な話が、今現在そういうのが起こっております。

今回のむつ市が取り組む体育館の場合は、まさに

それこそ資材だとか人件費が高騰のピークにある

時期にかかるのかなと思えば、なかなかすんなり

落札がいくかなというふうな思いになるような部

分があるのです。市民からもそう言われるのです

が、そこのところで、もしこれが50億円とか55億

円とかというふうに膨らんだ場合は、この赤字と

いうのが今約９兆円というふうに予測される、こ

の９兆円がそのまま反映されて、９兆円が……

（ ９億円」の声あり）「

〇５番（横垣成年） ごめんなさい。９兆円、国家

予算ではありません。９億円が……

（ 訂正しろ、ちゃんと、訂正」「

の声あり）

〇５番（横垣成年） 失礼いたしました。９兆円を

。 。訂正させていただきます ９億円でございました

９億円が、５億円プラスまた10億円プラス、19億

円とか、そういう金額になるのかどうか、ちょっ

とそこをお聞きいたします。

〇議長（浅利竹二郎） 財務部長。

〇財務部長（氏家 剛） お答えいたします。

あくまでもこの財政中期見通しにつきまして

は、体育館の建設費は45億円というふうに見込ん

で計上して、それをスライドさせていっていると

いうふうなことでございますので、議員が今おっ

しゃいましたように、それが50億円になるとか、

60億円になるとかというふうなものは想定してお

りませんので、お答えすることはできないという

ふうなことでございます。



- 111 -

〇議長（浅利竹二郎） 横垣議員に申し上げます。

間もなく１時間ですので、まとめてください。

〇５番（横垣成年） それでは、45億円でつくって

いるから、ちょっとお答えできないということで

ありますが、このシミュレーション自体もいろん

な過程を積み上げた部分のシミュレーションで、

やはり臨機応変にこうなったらこうなるというの

は当然シミュレーションしていないとおかしい話

なのですよね、財務部長。だから、そういうのは

すぐ答弁、計算して出てこないものですか。それ

ほどやっぱり体育館というものの増減が、赤字９

億円というふうなのにストレートに反映していく

のではないかなというふうに思いますから、ぜひ

そこがそうならないように、この体育館はしっか

り予算の範囲内で、不落になれば、これはどうし

ようもない問題ですけれども、こっちが幾ら努力

したって、工事やってくれる業者が手を挙げなけ

ればしようがない問題ですけれども、またそれも

そうならないように、市長は国土交通省にいて、

そこら辺の部分もかなり知識がありますから、そ

うならないようにぜひ努力してもらえればという

ふうなことを強く申し上げ、私の一般質問といた

します。

以上です。

〇議長（浅利竹二郎） これで、横垣成年議員の質

問を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（浅利竹二郎） 以上で本日の日程は全部終

わりました。

なお、明９月８日は佐々木隆徳議員、佐賀英生

議員、菊池光弘議員、原田敏匡議員、野呂泰喜議

員の一般質問を行います。

本日はこれで散会いたします。

午後 ４時０３分 散会
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